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第2章　誤振込をめぐる法律問題
1．誤入金と誤振込
　振込依頼人が意図した受取人以外の者の預金口座に振込金が入金記帳されて
しまう原因には，振込依頼人の誤った振込依頼にある場合のほか，仕向銀行ま
たは被仕向銀行の過誤による場合がある。このうち，振込依頼人の誤った振込
依頼によるもの「誤振込」，銀行の過誤に原因がある場合を「誤入金」として
区別することにする。それは近時，後述する判例とこの判例に対する学界，実
務界からの論文が多数は発表されているが，これらは，すべてここにいう「誤
振込」のことを取りあつかっているからである。また，関係銀行の過誤により
本来の受取人以外の者の預金口座に振込金が入金記帳されてしまうこともあり
うるので，これを「誤入金」として区別する必要があるからである。
　（1）誤入金
　一般的には預金の入金を誤って別口座に入金してしまうことを「誤入金」と
よんでいるので，振込の場合には被仕向銀行が受信した振込通知に記載の受取
人以外の預金口座に入金してしまうことが該当する。この場合には，被仕向銀
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行の義務と責任の項で前述したとおり，基本的には仕向銀行に対しては委任契
約上の，真の受取人との間では預金契約上の責任を負うことになるほか，振込
依頼人との関係では不法行為責任を負うこともある。また誤入金を受けた者に
は誤入金額について，不当利得の返還請求権をもつことになる。なお，受信し
た振込通知の記載内容から受取人の預金口座が特定できないときは，仕向銀行
に照会するという善管注意義務がある。関係判例としては前述の被仕向銀行が
指定口座が存在しないにもかかわらず，受取人に直接入金すべき口座について
照会し，その支持にしたがって入金したために誤入金となった判例（高松判平
成元10年18日＝前掲）のほか，被仕向銀行には指定された預金口座がなかっ
たが，きわあて類似する名義の預金口座があったため，仕向銀行に照会するこ
となく，その預金口座に入金処理をして，それが誤入金になったとしても被仕
向銀行は振込依頼人に対しては債務不履行責任も不法行為責任も負わないとし
た判例がある（東京地判平成5・7・29，手形研究485号72頁）。
　一方，仕向銀行の過誤による誤入金は，仕向銀行が振込通知の受取人名を誤っ
て発信してしまった場合が考えられるが，この場合には多くの場合は該当する
受取人名義の預金口座がなく，被仕向銀行からの照会によって，振込通知の訂
正によって対応することになり問題にならないといえる。たまたま被仕向銀行
にその誤って記載された受取人名義の預金口座があって，ここに誤入金される
ことはありうるが，この場合には，後述する誤振込と同じようにその誤入金先
の預金として成立することになり，仕向銀行はその誤入金先に不当利得として
返還請求することになる。なお，この誤りが原因で振込依頼人に損害を与えた
場合には仕向銀行は当然その責任を負うことになる。
　②　誤振込
　前項でみたとおり，振込取引では取扱銀行が受取人を実在する別人と間違え
る誤入金が問題になることはほとんどなく，議論される事例も見当たらないが，
振込依頼人が受取人を間違えてしまう誤振込は，月末などにまとめて複数件の
支払いを振込によって行う企業等の増加を考えれば，それが生じる可能性が高
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いことが伺える。しかも，これら企業等の振込依頼を振込機や振込依頼書によ
る振込1件ごとの依頼（複数件をまとめて依頼できる連記式依頼書もある）で
はなく，企業内部の電算処理による連記式振込依頼書の作成や銀行と結んだ通
信回線を通してのエレクトロニック・バンキングシステムによる振込依頼が多
く行われ，これらの場合には，受取人名がカナ表示される。このため，同姓同
名異人や同名別会社の場合には誤りが生じやすい側面も有している。
2．誤振込に関する判例
　誤振込に関する判例およびこれに関する議論の論点は，誤振込とその振込金
による預金の成否である。まず，関係判例を概説することにする。
　①名古屋高判昭51・1・28，金法795号44頁
　く事案の概要〉
　振込依頼人A社はY銀行本店に依頼して同銀行名古屋支店の取引先（受取
人）「豊和工業（株）」の当座預金口座へ2，900万円余の当座口振込を依頼した。
その際に，受取人の名称を「豊和産業（株）」と表示したたあ，Y銀行の為替
オンラインでテレックスにより受取人名はカナ文字により「ホウワサンギョウ」
と表示された（口座番号の記載はない）。これを受けた名古屋支店では「朋和
産業」に振込依頼があったものと誤解して（この誤解の点からこの事案は普通
預金口座への入金も含めて被仕向銀行に誤りがあった例とされている），同社
の普通預金口座に入金記帳して入金案内㈹を発送した。その後，本店からの
受取人名が誤記されていたとの通知があり，「朋和産業」に対して先の入金案
内は誤りであったことを通知するとともに，あらためて「豊和工業」に入金案
内をした。ところが，Xが公正証書を債務名義として586万円余の債権を回
収するために，「朋和産業」の預金に対して債権差押・転付命令を申し立てて，
各命令がY銀行名古屋支店に送達されたのは，同支店が「豊和工業」へあら
（54）　入金案内は入金通知ともいい，振込による預金口座への入金があったことを受取
　人に通知することで，特別に受取人との間でこれをすることの契約のない限りは行っ
　ていない。
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ためて入金案内をしたのと同日であった。XがY銀行に対して転付を受けた
預金の払戻しを請求した。
　第一審はA社の振込によりY銀行と「朋和産業」との間に預金契約は成立
することはないとしてXの請求を棄却した（東京地判昭49・7・5）。
　＜判決要旨＞
　i．被仕向銀行と受取人の関係は，両者間になされた普通預金に関する約款
　　　（普通預金規定）があり，これにより，あらかじめ包括的に，被仕向銀
　　　行が現金，手形，小切手その他為替による振込金の受入れを承諾し，受
　　　入れのつど当該振込金を受取人のため，その預金口座に入金し，受取人
　　　もこの入金の受入れを承諾して預金債権を成立させる意思表示をしてい
　　　るものであることが認められ，右契約は委任契約と消費寄託契約の複合
　　　契約であるということができる。
　ti．右契約の受入れ承諾の意思は，客観的にも実質上正当な受取人と指定さ
　　　れる取引上の原因関係の存在を当然の前提としているものと解され，右
　　　正当な受取人に対してでない振込の場合にまで，預金として受け入れる
　　　意思があると認めることはできない。
　hi．　Y銀行名古屋支店と朋和産業との間に消費寄託契約の合意はなく，同
　　　社は預金債権を取得するに由がない。Y銀行は名古屋支店が入金手続
　　　をし，かつ，入金案内をしたからといって判断を左右しない
として，誤振込による預金の成立を否定した。
　②鹿児島地判平成元・11・27，金法1255号33頁
　〈事案の概要〉
　割賦販売会社のX社は加盟店からその取扱商品を買い受けてユーザーに対
して割賦販売，ローン販売等の販売をしていた。X社は加盟店A社への買受
代金を支払うために振込手続をしたが，その際，Z銀行A社口座に振り込む
べきところ，X社の誤記によりY銀行にある別の加盟店B社への振込依頼
（B社の預金種目・口座番号も記載）をしてしまった。このため，被仕向銀行
であるY銀行ではB社の預金口座に振込金を入金記帳した。たまたまY銀行
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ではB社に対して回収不能債権を有していたので，右振込金と相殺した。そ
こで，X社がY銀行に不当利得として振込金の返還を請求した。
　〈判決要旨＞
　i．振込にける受取人と被仕向銀行の法律関係は，その預金契約により，あ
　　　．6かじめ包括的に，被仕向銀行が為替による振込金の受入を承諾し，そ
　　　の受入れのつど，当該振込金を，受取人のため，その預金口座に入金し，
　　　かつ，受取人もその入金の受入れを承諾して預金債権を成立させる準委
　　　任契約と消費寄託契約の複合的契約である。
　li．当事者双方の合理的意思からして，右の事前の包括的な消費寄託契約の
　　　意思表示は，無限定のものではなく，客観的に実質上正当な振込金の受
　　　取人と指定されるべき，取引上の原因関係の存在を前提としているもの
　　　と解するべきであり，したがって，そのような，原因関係を欠く，いわ
　　　ゆる誤振込金については，右の事前の包括的な意思表示には含まれず，
　　　その預金債権とはならないものといわなければならない。
　ii．被仕向銀行が，誤振込が原因で受取人のために払戻しその他の現実的出
　　　摘をしたとしても，それが預金債権が真正に成立したものと誤信してな
　　　されたものであれば，被仕向銀行は，振込依頼人に対し，利得の現存す
　　　る限度，すなわち，出摘分を差し引いた限度で返還義務を負うにすぎな
　　　いと解されるから，出掲に際して煩項な手続きを経る必要はまったくな
　　　く，当裁判所の解釈は，現行実務のなかにあっても被仕向銀行の保護に
　　　なんら欠けるものではない。
　iv．振込金が受取人の預金債権となるとした場合には，被仕向銀行が，受取
　　　人に誤振込があったことを奇貨として，受取人に対する回収不能債権と
　　　右振込金による預金債権とを相殺し，それによって，本来であれば回収
　　　不能の債権の回収を図り，その結果，誤振込の依頼人においては，誤振
　　　込金の回収が不能となる事態が生じうるが，このような結論は，公平の
　　　見地からして容認すべからざるものといわなければならない
として誤振込による預金の成立を否定して，X社の請求を認容した。
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　③東京地判平2・10・25，金法1273号39頁
　〈事案の概要＞
　X社は株式会社「東辰」から事務所ビルを賃借りし，毎月末日に「東辰」
のD銀行大森支店の預金口座に振り込んでいた。また，X社は株式会社「透
信」から通信用紙等を購入し，その代金を「透信」のF銀行上野支店の預金
口座に振り込んでいたが，昭和62年1月以降は取引がなかった。X社では銀
行振込をコンピュータで処理していたため，「東辰」も「透信」も「カ）トウ
シン」と表示されており，平成元年5月分の「東辰」に対する賃料の振込を誤っ
て，「透信」の取引銀行であるF銀行上野支店あての振込依頼をしてしまった。
この振込通知を受けた上野支店では，依頼どおり「透信」の預金口座に振込金
を入金記帳した。ところが，「透信」の債権者Yが金銭消費貸借公正証書に基
づいて，上野支店の「透信」の預金債権を差押えた。そこで，X社がYに対
して当該振込金は自分のものであるとして第三者異議の訴えを提起した。
　〈判決要旨＞
　i．振込における受取人と被仕向銀行との関係は両者間の預金契約により，
　　　あらかじめ包括的に，被仕向銀行が為替による振込金等の受入れを承諾
　　　し，受入れの都度当該振込金を受取人のため，その預金口座に入金し，
　　　かつ，受取人もこの入金の受入れを承諾してこれについて預金債権を成
　　　立させる意思表示をしているものであり，右契約は準委任契約と消費寄
　　　託契約の複合的契約である。
　li．ここで，両者が，預金債権を成立させることにつき事前に合意している
　　　ものは，受取人との間で取引上の原因関係のある者の振込依頼に基づき
　　　仕向銀行から振り込まれた振込金等に限られると解するのが相当である。
　　　正常な取引通念，当事者の合理的意思に合致すると思われるからである。
　皿．本件では，原告と「透信」との間に右取引上の原因関係がないことは明
　　　らかであるから，本件振込金について原告と前記銀行との間では預金契
　　　約は締結されていないことになる。
　iv．不当利得制度の趣旨を考えた場合，原告は「透信」が払戻しを受ける前
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　　　であれば，本件振込金の所有者である前記銀行に対して，払戻しの後で
　　　あれば「透信」に対して，振込金と同額の金銭の返還を請求できると解
　　　するのが相当である。
　以上のように，誤振込による預金の成立を否定して，第三者異議については，
強制執行の目的物そのものが実在しない場合には，右目的物に準ずるものとで
もいうべき本件振込金につきこれと同額の金員の返還請求権を有する振込依頼
人は第三者異議の訴えにおける第三者にあたるとして，X社の請求を認容し
た。
　④東京高判平成3・ll・28，金法1308号31頁
　前記③の控訴審判決である。
　〈判決要旨＞
　i．x社は被仕向銀行に対し，東辰に対し賃料等を送金する意思で誤って
　　　透信への送金手続を依頼したものであるから，X社の振込依頼には要
　　　素の錯誤があったというぺきである。しかし，右錯誤はX社の一方的
　　　かつ単純な過失により生じたもので，X社が従前から支払方法として
　　　銀行振込を利用していたことに照らし，著しく注意を欠いたものといわ
　　　ざるをえず，X社に重大な過失があると認めるのが相当である。
　li．振込金について銀行が受取人の預金口座に入金記帳することにより，受
　　　取人の預金債権が成立するのは，受取人と銀行との間で締結されている
　　　預傘取引契約に基づくものである。振込金による預金債権が有効に成立
　　　するためには，受取人と振込依頼人との間において当該振込金を受け取
　　　る正当な原因関係を必要とするか否かも，右預金取引契約の定めるとこ
　　　ろによるべきであるが，振込が原因関係を決済するための支払手段であ
　　　ることにかんがみると，基本的にはこれを必要とすると解するのが，相
　　　当である。
　hi．もっとも，現代における振込は，現金に代わる簡易な支払方法として日
　　　常的に大量かつ迅速に行われているから，原因関係を欠くとされる場合
　　　を広く認めるときは，振込取引の機能を損なうおそれがある。しかし，
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　　　本件の振込は，明白，形式的な手違いによる振込であり，このような振
　　　込についてまで，誤って受取人とされた透信のために預金債権が成立す
　　　るとすることは，著しく公平の観念に反するものであり，通常の預金取
　　　引の合理的解釈とはいえない。したがって，他に特別の事情の認められ
　　　ない本件において透信のF銀行に対する預金債権は成立しないという
　　　べきである。
　差押えと第三者異議については，
　i．右のとおり透信はF銀行に対して本件預金債権を取得していない。x
　　　社の振込金が透信の預金口座に入金記帳され，その金銭価値が透信に帰
　　　属されているように取り扱われていても，実質的には，右金銭的価値は，
　　　なおX社に帰属しているものというべきでる。
　li．　X社は右金銭価値の実質的帰属者たる地位に基づき，これを保全する
　　　ため，本件預金債権そのものが実体上自己に帰属している場合と同様に，
　　　右預金債権に対する差押えの排除を求めることができると解すべきであ
　　　る
として，X社の異議が認められた。
⑤最判小二平成8・4・26，金法1455号6頁
④の上告審判決である。
　〈判決要旨＞
　i．振込依頼人から受取人の銀行の普通預金口座に振込みがあったときは，
　　　振込依頼人と受取人との間に振込みの原因となる法律関係が存在するか
　　　否かにかかわらず，受取人と銀行との間に振込金額相当の普通預金契約
　　　が成立し，受取人が銀行に対して右金額相当の普通預金債権を取得する
　　　ものと解するのが相当である。
　il．けだし，前記預金規定には，振込みがあった場合にはこれを預金口座に
　　　受け入れるという趣旨の定めがあるだけで，受取人と銀行との間の普通
　　　預金契約の成否を振込依頼人と受取人との間の振込みの原因となる法律
　　　関係の有無に懸からせていることをうかがわせる定めは置かれていない
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　　　し，振込みは，銀行間及び銀行店舗間の送金手続きを通して安全，安価，
　　　迅速に資金を移動する手段であって，多数かつ多額の資金移動を円滑に
　　　処理するため，その仲介にあたる銀行が各資金移動の原因となる法律関
　　　係の存否，内容等を関知することなくこれを遂行する仕組みが採られて
　　　いるからである。
　血．また，振込依頼人と受取人との間に振込みの原因となる法律関係が存在
　　　しないにかかわらず，振込みによって受取人が振込金額相当の預金債権
　　　を取得したことは，振込依頼人は，受取人に対し，右同額の不当利得返
　　　還請求権を有することがあるにとどまり，右預金債権の譲渡を妨げる権
　　　利を取得するわけではないから，受取人の債権者がした右預金債権に対
　　　する強制執行の不許を求めることはできないというべきである。
ということで，下級審判断と異なり誤振込の場合でも，振込依頼人と受取人の
間に振込の原因となる法律関係が存在するか否かにかかわらず，受取人と銀行
との間に振込金額相当の普通預金契約が成立するとして，X社の異議を否定
した（原判決を破棄自判）。
3．誤振込に関する判例の検討
　前掲⑤の最高裁判決以外の下級審判例は，多少の表現は異なるが，振込金に
よる預金債権が有効に成立するたあには，受取人と振込依頼人との間において
当該振込金を受け取る正当な原因関係が存在することを必要とするか否かは，
受取人と銀行との間で締結されている預金取引契約の定めるところによるべき
であるが，振込が原因関係を決済するための支払手段であることにかんがみる
と，特段の定めがない限り，基本的にはこれを必要とすると解するのが相当で
ある。とする原因関係必要説が主張されている。これに対して最高裁判決は，
振込依頼人と受取人の間に振込の原因となる法律関係が存在するか否かにかか
わらず，受取人と銀行との間には振込金額相当の普通預金契約が成立する。と
する原因関係不要説による判断をした。そこで，両説のいずれが妥当であるか
を検討する。
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　（1）原因関係必要説
　まず，原因関係必要説（下級審判例を支持する説）は，振込取引の資金決済
手段としての機能と預金契約の当事者の意思解釈に重きをおいて，振込金によ
る預金が成立するためには正当な原因関係の存在が必要であるとするものと考
えられるが，その主な説を整理すると次のとおりである。
　A．抽象的・無因的な取引という側面がないとはいえないが，すべての振込
　　　は，何らかの原因関係の決済手段であるはずであるから，原因関係と受
　　　取人の預金債権の成否とを全く切離して考える，いいかえれば原因関係
　　　の存在がないのに，振込依頼があったというだけで，受取人の預金債権
　　　が成立すると考えるとはできないであろう㈹。
　B．一般的には，振込取引を無因的・抽象的取引と考え，振込金の入金記帳
　　　により預金債権の成立を肯定すべきものと考えるが，誤振込によって預
　　　金債権が成立するとすることは著しく常識に反するであろう。このこと
　　　は退職金が誤って他人の口座に振り込まれたことを想像すれば，それで
　　　も他人の預金が成立するとみるのがよいかである（56）。
　C．振込はあくまで依頼人と受取人間のなんらかの原因関係に基づく資金決
　　　済のための手段にすぎず，依頼人の提供した資金によって受取人の預金
　　　が成立するという関係にあるから，預金債権の成否という銀行と受取人
　　　の関係からまったく切離して考えることができるかどうか疑問がないで
　　　はない（57）。
　D．被仕向銀行と受取人の関係は，振込契約上直接の関係はなく，当座勘定
　　　取引契約や普通預金取引契約によって規律されることになるが，当事者
　　　の意思解釈の問題としても，被仕向銀行として誤って指定された受取人
　　　の預金元帳へ入金記帳したことをもって受取人との間に預金を成立せし
（55）　西澤宗英「批判」判例評論407号35頁。
（56）　西尾信一「誤振込と預金の不成立」判例タイムス777号85頁。
（57）　塩崎　勤「誤振込による預金に対する差押えと振込依頼人からの第三者異議の訴
　えの許否」金法1299号15頁。
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　　　める意思をもっているといえるか疑問があり，また，誤って受取人とし
　　　て指定され入金記帳をされた者にとっても，誤って取引上まったく関係
　　　のない第三者から振込がされたことが明らかな場合にも自己の預金とし
　　　て受け入れる意思があると認めることは困難である㈹。
　以上が原因関係必要説の主たる主張であるが，これらの説でも手続上正当な
事務処理をした被仕向銀行を保護するため，銀行が誤った受取人として指定さ
れた者を真の預金者と誤認して預金を払い戻すなどした場合には，銀行は民法
478条や預金規定上の免責規定によって保護されるとする（59）。
　②　原因関係不要説
　この立場は前記⑤の最高裁判決の立場であるが，この最高裁判決が出る前か
ら原因関係必要説によった下級審判例に対する批判として主張されていた説で
ある。この説は振込の決済手段として安定的に機能を発揮するためには，原因
関係から切断されなければならないとするもので，実はこの立場の意見が最高
裁判断に影響を与えたものといえる。
　その主な説を整理すると次のとおりである。
　A．銀行としては，原因債務不存在などといわれても，一方の申し出のみに
　　　よってその当否を判断することはとうてい困難である。銀行は受取人の
　　　利害に関与さず，取引を完結させうるシステムでなければ，振込取引の
　　　手段性，大量性，低廉性といった特質は阻害されて成り立たない㈹。
　B．振込の原因によって預金債権の成否を考えるのであれば，とうてい採用
　　　できない。まったく手続上正規に行なわれた多数の振込入金のなかに，
　　　有効なものと無効なものが混在し，無効なものについては，振込金につ
　　　き銀行が不当利得しているという結論になるが，このようなことがはた
　　　して一般論として通るであろうか。第三者が正規の手続を経て記帳され
（58）　塩崎前掲，15頁。
（59）　塩崎前掲，15頁，西尾前掲，86頁。
（60）　川田悦男「誤振込による預金の成否の問題」金法1324号5頁。
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　　た預金を差し押えたところ，実は原因関係がなかったので，差押えの効
　　力がないといわれた場合はたして納得するであろうか，いったいどのよ
　　うにして原因関係の存在，不存在を判断するのだろうか，等いろいろな
　　疑問が出てくるので，振込委託から入金まで正常に行われているのに，
　　後から依頼人からあれは間違いであったといえば途端に預金が成立しな
　　くなるというのは，どうみても常識的な解決ではない（60。
C．被仕向銀行の誤記帳は別にして，仕向銀行から正規の振込通知を受けて
　　入金記帳した以上は原因関係に関係なく預金債権は成立し，そのことに
　　よって受取人が原因関係上不当な利益を受ける場合には，不当利得によ
　　る調整をすれば足りると解する（62）。
D．誤振込は仕向銀行や被仕向銀行としては振込依頼人の記載した「振込依
　　頼書」どおり振込通知をし，入金処理をしたものであるから，たとえ振
　　込依頼書に誤記があっても，その入金処理は有効であり，預金債権は指
　　定された受取人について成立するものと考えざるをえない。そして，そ
　　れによって振込依頼人に損害が生じれば，自己の過失による後始末とし
　　て，その者が受取人に不当利得の返還請求をすべきで，そのことについ
　　て仕向銀行や被仕向銀行が，振込依頼人になんらの責任を負うべきでな
　　いと考えるのは当然である㈹。
　（3）私　見
　誤振込による振込金によって預金が成立するためには，振込の原因となる法
律関係が振込依頼人と受取人の間に存在することが必要とするか否かについて
は，これを必要としない「原因関係不要説」を支持する。
　原因関係不要説については，確かに振込入金を受けた者にしてみれば，当該
（61）　後藤紀一「振込取引をめぐる最近の判例と問題点」金法1269号14頁，15頁。
（62）　後藤紀一「振込取引に関する最近の判例をめぐって」（下）金法1393号25頁。
（63）　鈴木正和「誤振込による預金債権の成否とその責任の帰属」（下）手形研究496
　号13頁。
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振込金について受け取る権利がないのであるから預金として受け入れる意思を
欠いており，それにもかかわらず，預金として成立するとすることは不自然で
あるかもしれないが，一方において，仕向銀行から受信した振込通知の記載ど
おりになんらの過失もなく，振込事務を処理した被仕向銀行の立場も考慮しな
ければならない。そもそも振込は，振込依頼人と受取人の間に銀行が介在する
ことによって，現金や手形，小切手に代わる簡便な支払・決済手段として機能
している。その事務処理も，仕向銀行は振込依頼人の振込依頼書の記載（また
は振込機への入力事項）にもとついて振込通知を被仕向銀行に発信するだけで
あり，これを受信した被仕向銀行もその振込通知に記載された受取人名義の預
金口座に振込金を入金記帳するだけである。このような簡便性から取扱量が増
加しており，その円滑な処理のための機械化も進められているわけである。こ
のように振込取引は簡易な決済のための手段性，原因関係から切断された抽象
性，取扱量の大量性という特徴を有している。そこで，この特徴を考慮して誤
振込の場合には，振込の原因となる法律上の原因関係が存在するか否かにかか
わらず，預金は成立eiるとして，その後の調整は実務上，一度取り組んだ為替
取引を取りやめる際の手続である前述の組戻しによることとするのが妥当であ
る。このように解することによって，銀行を通じて組戻しが功を奏すれば振込
依頼人は振込資金を回収することができ，受取人の承諾が得られないで組戻し
ができないときは，直接受取人に不当利得の返還請求をすることになるが，こ
のことは前述の最高裁判決と同一の結果になる。
　また，原因関係不要説のように預金が成立することになれば，受取人が不当
利得の返還債務を負うことになり，原因関係必要説に立てぱ預金が成立しない
ことになるため，被仕向銀行が不当利得返還義務を負うことになってしまうが，
振込通知にしたがって正当な振込事務を処理したにもかかわらず，このような
返還義務を負担する結果になることも是認できない。
4．誤振込と錯誤無効の関係
振込依頼人がXあての振込をするつもりで，誤って受取人をYとして振込
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依頼をしてしまった場合には，振込依頼人と仕向銀行の間の振込委託契約に錯
誤があったわけであるから意思表示の錯誤が問題になる（民法95条）。
　この振込委託の錯誤については，前述の④の東京高裁判決が，受取人名の誤
記は要素の錯誤にあたるとしたうえで，表意者である振込依頼人に重大な過失
があるから錯誤無効は主張できないとしているが，振込依頼人の受取人名の誤
記と錯誤について学説等を以下に整理することとする。
（1）動機の錯誤とする説
A．通常の取引では，受取人間違い，金額間違いは，いわゆる要素の錯誤と
　　して契約は無効になる。それは，契約の当事者にとっては重要事項であ
　　る以上，当然そのようなことは気づくし，無効であるといっても問題は
　　ないが，振込委託では，原因関係の当事者は受取人であって，仕向銀行
　　ではないので，銀行にとっては，それが原因関係と一致しているかどう
　　かということはわからないし，そのことは銀行の関心事でもない。この
　　ような場合は要素の錯誤ではない｛64＞。
B．振込依頼が無効と認められたとしても，それは依頼人と仕向銀行間の委
　　任契約の無効を意味し，仕向銀行と被仕向銀行間の「内国為替取扱規則」
　　に基づく委任契約まで当然に無効となるものではない｛65）。
C．振込は仕向銀行と被仕向銀行間の為替取引契約に基づき，仕向銀行の指
　　図によって被仕向銀行が受取人に対して預金債務を負担するもので，振
　　込依頼人の錯誤は仕向銀行の被仕向銀行に対する指図の動機にすぎない。
　　したがって，預金は成立する㈹。
D．振込人が受取人に対して振込手続をとるに至る原因関係は，振込人が仕
　　向銀行に対し振込を依頼するに際し，通常は表示されるものではないの
（64）　後藤紀一「振込取引をめぐる最近の判例と問題点」金法1269号15頁。
（65）　鈴木正和「誤振込と預金者の認定」判例タイムス746号104頁。
（66）牧山市治「依頼人が振込先を誤記入した場合の受取人は預金債権を取得しないと
　　された事例・判例研究会報告」金法1267号15頁で考えられる見解として紹介。
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で，これは振込手続開始以前の動機・縁由に関する問題として，その段
階における過誤や錯誤は，振込の効力に影響しないものとして両者を遮
断するのが，振込取引の法的安定に資するゆえんである（67）。
（2）要素の錯誤とする説
A．前掲D説に対する反論として，振込人が仕向銀行に対し，被仕向銀行
　　および受取人の氏名，預金の口座番号を指定して振込を依頼するのは，
　　まさに振込手続そのものの一部であって，その過程の錯誤は，振込の効
　　力を無効とし，被仕向銀行における受取人のための預金債権は成立しな
　　いと解すべきである㈹。
B．依頼人にとっては，受取人の氏名，預金口座の番号はきわめて重要な事
　　柄であり，振込依頼に際しては「受取人の口座名とその口座のある銀行
　　店舗」を指定し，仕向銀行も，その指定に応じるのであるから，受取人
　　の誤りは単なる動機にすぎず，振込の効力になんらの影響を及ぼさない
　　とする見解には多大の疑問がある。振込は被仕向銀行の特定の受取人の
　　預金口座に依頼人が提供した資金を入金するよう依頼することであって，
　　受取人が誰であるかということは振込制度上（一つの送金手段）きわめ
　　て重要なことであり，送金すべきでない人に送金したのでは，振込の目
　　的が達せられないことはいうまでもないから，受取人の誤りは，それが
　　どのような過程で生じた場合であっても，要素の錯誤に当たると解する
　　のが相当である㈹。
C．前述の判例②に関して，振込手続とは，原因関係から無因的・機械的に
　　処理させるところにその本質があるのであり，むしろ裁判所としては，
　　釈明権を行使して，原告に錯誤による本件振込の無効を主張させて，他
　　方被告に右錯誤に関する重大な過失を主張させることをすべきではなかっ
（67）
（68）
（69）
牧山前掲研究報告，16頁に紹介。
牧山前掲研究報告，16頁。
塩崎前掲研究報告，14頁。
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　　　たのか（70）。
　もっとも，受取人名の誤記を要素の錯誤であるとしても，表意者に重大な過
失がある場合には，自ら無効を主張することはできず（民法95条但書），実際
には錯誤無効の主張をするだけで振込の効力を無効として，振込資金を取り戻
すことはできない。
　（3｝私　見
　この問題は振込取引の当事者の多数性とその法律関係の多数性に起因してい
るといえる。すなわち，振込をするに至った原因関係上の取引としての①振込
依頼人と受取人の関係を出発点として，②振込依頼人と仕向銀行の関係，③仕
向銀行と被仕向銀行の関係，④被仕向銀行と受取人の関係，がそれぞれ存在す
るわけである。このような関係にある振込取引のうち，銀行との関係で見る限
り，①の振込依頼人と受取人の関係は原因関係に錯誤があろうがなかろうが，
一切関係ないといえる（原因関係から切断された抽象的なものである）。ここ
で問題になっている誤振込では，振込依頼人が仕向銀行に振込依頼をする際に
①の原因関係上の受取人を誤って依頼をしてしまったことから，②の振込委託
契約，③の銀行間の関係，④の被仕向銀行と受取人との関係にまでどのような
影響を及ぼすか，ということになる。依頼人による受取人の誤記を「要素の錯
誤」とする見解は，受取人の預金口座への振込金の入金記帳が振込の目的であ
るとして，右の各当事者の関係を全体として一つの振込制度としてとらえてい
るものとみることができる。これに対して「動機の錯誤」であるとする見解は，
振込事務が処理される各段階の当事者の法律関係を念頭においているものとい
える。思うに「要素の錯誤」とする見解は，受取人が誰であるかということは，
振込制度上きわめて重要であるとするが，仕向銀行や被仕向銀行としては受取
人の記載を欠くことは振込事務を処理するうえでの支障になるが，記載があれ
ば，それが真の受取人であるかどうかは関係ないことである。振込規定に定め
（70）　牧山前掲研究報告，18頁。
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る必要事項が記載されていれば足りるといえる。振込取引の当事者の法律関係
について，二当事者間の関係に分解して論じる独立委任説の立場からは，振込
依頼人の受取人名の誤りは，振込依頼人と仕向銀行間の振込委託契約にのみ影
響し，振込依頼人と直接の契約関係にない仕向銀行と被仕向銀行の間，被仕向
銀行と受取人の間にはなんら影響もしないことになる。そこで，振込依頼人と
仕向銀行の振込委託契約について検討すると，右に述べたとおり，振込依頼事
項としては形式的に受取人名が記載（または入力）されていれば十分で，振込
委託契約は成立するのであって，その受取人が誤って記載されたものであるか
否かは被仕向銀行にとっては関係ないことになる。したがって，振込委託契約
における振込依頼人による受取人名の誤記は「要素の錯誤」にはならないと考
える。
　なお，このように考えた場合の銀行における実務処理としては，前述の組戻
手続によることで対応することになる。
5．誤振込と不当利得返還請求の当事者
　（1）主たる学説
　不当利得制度は，一方の当事者から他方の当事者への財産的利益の移動が法
律上の原因なくして生じた場合に移動した財貨を前者に返還せしある制度であっ
て，その本質は，「形式的・一般的には正当視される財産価値の移動が，実質
的・相対的には正当視されない場合に，その公平の理念にしたがってその矛盾
を調整する制度である」（公平説）といわれている（71）。
　そこで，誤振込があった場合に預金の成否とならんで，誤振込金等について
不当利得の当事者は誰でどのような要件のもとで，請求ができるかという問題
がある。特に誤振込金について，前述の判例の事案のように，銀行が貸金債権
と相殺した場合や第三者が当該振込金を含む預金債権を差押えた場合など第三
者が利害を有する事態に至ると問題が複雑になる。この問題に関しては，前述
（71）　我妻栄「事務管理・不当利得・不法行為」（新法学全集）29頁以下。
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の東京地判平成2年10月判決では「原告は『透信』が払戻を受ける前であれ
ば，本件振込金の所有者である被仕向銀行に対して，払戻の後であれば『透信』
に対して振込金と同額の金銭の返還を請求できると解するのが相当である」と
して，払戻しの前後で振込依頼人の不当利得返還請求の相手が変わるものとし
ている。
　この東京地裁判決のように原因関係を欠く誤振込の場合には，預金は成立し
ないとの立場にたてば，預金が存在しないのであるから，強制執行も相殺も意
味のないものとなり，受取人について預金が成立しない限り，誤振込を依頼し
た者は被仕向銀行に対して不当利得の返還請求権を有することになる。しかし，
前述の最高裁の判断によれば振込依頼人と受取人の間に振込の原因となる法律
関係の存在の有無にかかわらず誤振込金について預金が成立するので，振込依
頼人は受取人に対して右同額の不当利得返還請求権を有することになる。
　ところで，誤振込金を含む預金について，前掲鹿児島地裁事案のように被仕
向銀行が受取人に対する貸付金を自働債権として相殺した場合や東京地裁事案
のように第三者（Y）が差押えをした場合に誤振込をした振込依頼人（X）の
立場を考慮して，次の考え方により受取人との原因関係が必要とする判例に理
解を示す見解がある。
　その見解は，「預金が成立する」とした場合には，一方でYによる預金に対
する強制執行は許容されることになる。他方でXと受取人の間に取引上の原
因関係がないというのであるから，受取人に不当利得が生じることになり，X
が不当利得返還請求権を有すると構成することができる。強制執行前の状態で
みると，Xが受取人に対して振込金の金額の不当利得の返還請求権を有し，
他方，Yが受取人に対する貸金債権を有している。　Yが強制執行をすると，
預金残高がXの振込がなければYの債権額に達しないとき，Yが債権の回収
が可能になったのは，Xがたまたま手違いから受取人に向けた口座振込を依
頼したからである。受取人に資力がないとすれば，Xは受取人から不当利得
の返還を受けられなくなる。Yに回収を許すことは，振込依頼の際に手違い
を犯したXに犠牲を強いることになるのである。Xにその手違いの帰結とし
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てここまで犠牲を甘受するように求めることに対して，Xの払う犠牲がその
手違いに比べて過大であると論じることができる。前掲の名古屋高裁判の事案
も鹿児島地裁の事案でも同様に論じることができる。これらの事案（東京地裁
の事案も含む）では，手違いにより振込金を受け取る受取人に対して不当利得
の返還請求権を有することになった振込依頼人（X）と受取人に信用供与をし
た結果，金銭債権を有する者（Y）のうち，いずれを優先させるか争われてい
るとみることができる。判決（前掲東京地裁判決）のいう「正常な取引観念」
によればXすなわち振込依頼人が優先すると考えるのが妥当であろう。さら
に，この説は預金が成立するというと，Yによる強制執行や銀行による資金
債権と預金の相殺は認められることになる。Xが受取人に対して不当利得の
返還請求権を有するが，受取人に資力がなければ何も得るものはない。として，
預金が成立しないというのであれば，強制執行や銀行の相殺も意味のないもの
になるので，手違いのあった，振込依頼人Xは先にみたような犠牲を払わせ
られることにならない。このように振込依頼人の不当利得返還請求権の保護の
視点から，受取人との間で取引上の原因関係のある者の振込依頼に基づき振り
込まれてきた振込金に限り，預金債権が成立するのが相当であるとする原因関
係必要説による前掲東京地裁判決を支持している㈱。
　併せてこの説は，東京地裁が前掲のとおり，受取人が払出しを受ける前であ
れば本件振込金の所有者である銀行が，払出し後であれば受取人に対して返還
請求できるとしていることについて，「預金が成立していないとして，銀行が
誤振込金相当の金銭を受取人に払戻したとした場合に，受取人の預金口座に本
来の残高がなかったときは，銀行は自己の資金で支払ったものと考えられる。
この場合には，銀行は受取人に対して不当利得返還請求権を有することになる。
払戻しの前後で振込依頼人の不当利得返還請求の相手が判決のいうと変わると
みるのは，疑問である」としている。
　このほか，被仕向銀行（Y）が受取人（B）に対するか回収不能債権があり，
（72）　木南敦「誤った振込と預金の成否」金法1304号7頁。
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これを振込依頼人（X）からの誤振込金を含む預金と相殺した前掲鹿児島地裁
判決について，騙取金による不当利得の成否に関する判例の考え方を参酌して，
「被仕向銀行Yは本件相殺によりいったん回収不能に帰した受取人Bに対する
貸付金を回収したのであるから，本来予期せざる偶然がもたらした利得である
というべく，実質的な利得者はYであると解するのが，公平である」とする
説もある㈹。
　（2）私　見
　確かに被仕向銀行が誤入金された振込金を含む預金とその受取人に対する貸
付債権を回収するために相殺をした場合には，この相殺の結果，預金残高がな
くなり，かつ受取人に資力がない場合には，被仕向銀行は振込依頼人が誤って
振込依頼をしてくれたという偶然の事実によって，本来回収できなかったいわ
ば焦げ付き債権を回収することになったのであるから，銀行の不当利得ではな
いかという議論が生じる余地があるといいうる。しかし，もし，いったん受取
人が預金を引き出して，その後に銀行に貸金債権を弁済したとすれば，銀行に
不当利得が生じたとみることはできないであろうし，現金，手形・小切手など
各種の支払手段の中から振込を選んだのは，振込依頼人であり，しかも債務の
存否という重大な事実に関してミスを犯したのは振込依頼人の方であるから，
このような結果になってもやむを得ないのであって，不当利得者は銀行ではな
く，あくまでも受取人であり，振込依頼人と受取人の間の問題として処理すべ
きものと考える㈹。
6．誤振込と相殺
　誤振込に関する前述②の鹿児島地裁判決の事案では，誤振込金を入金記帳し
た受取人に対して回収不能債権を有していた被仕向銀行がこの貸付債権を自働
債権として，この誤振込による預金債務とを相殺したために，振込依頼人がこ
（73）　前掲牧山「金融判例研究会報告」金法1267号18頁。
（74）　同趣旨後藤紀一「振込取引と不当利得」金法1300号10頁。
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の誤振込金を不当利得として被仕向銀行に返還請求したものである。判決は前
述と重複するが，「振込における受取人と被仕向銀行との法律関係は，振込金
の受入れを目的とする準委任契約と消費寄託契約の複合的契約であるが，右消
費寄託契約は実質上正当な振込金の受取人と指定されるべき取引上の原因関係
を欠くときは成立しない」としたうえで，「被仕向銀行が誤振込が原因で受取
人のために払出しその他の現実的出掲をしたとしてもそれが誤信による場合は
利得の存する限度において返還義務を負うにすぎない」として振込依頼人から
の不当利得の返還請求を認めた。この判決は振込金によって受取人の預金が成
立するためには，振込依頼人との間で正当な振込金の受取人としての取引上の
原因関係が存在を必要とする「原因関係必要説」によって結論を出している。
しかし，その後，前述の⑤の最高裁判決の「原因関係不要説」により，誤振込
により「預金は成立する」との判断が示されたが，これ以降も銀行が貸付債権
と誤振込金を含む預金債務とを相殺する事案がみられるが，これらの事案では
右の最高裁の判断の影響をうけることになる。
　そこで，鹿児島地裁判決の事案の相殺に関する部分の学説と右の最高裁判決
以降の関係判決を紹介して，これらについて検討することにする。
　（1）鹿児島地裁判決について
　裁判所は，預金契約は成立せず，存在しない預金との相殺によって被仕向銀
行が貸金の回収をしたことは，被仕向銀行は不当利得したことになるとし，振
込依頼人からの不当利得の返還請求を認めているが，「こんなことが法律によっ
て認あられたら，銀行としては振込による入金について，それが振込依頼人の
気持ちの変化から，一旦振込手続きを完了したものを，何日も経過してから，
『あれは勘違いで振り込んでしまった』といって，入金を取り消されたのでは，
銀行の振込取引は安心して扱えないことになる」としたうえで，鹿児島地裁の
事例においては，相殺による回収を認めていることからすると預金の成立を認
めているようであり，一方で預金の成立を否定しながら，何故判決は預金が成
立しているような前提で結論を出しているのか不可解である。それは預金の成
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立を認めなければ被仕向銀行における貸金との相殺による回収は無効となり被
仕向銀行の回収が無かったことになり，被仕向銀行に対して不当利得による返
還請求を認めることができなくなるからであるとする説がある㈹。この点に
ついては預金が成立していれば，相殺は有効となり，銀行は貸金債権が消滅し，
不当利得はしていないことになるが，預金が成立するとした最高裁判決後の関
連判例では後述のとおり議論がある。また，本判決は預金債権が不成立である
から銀行の相殺は無効になり，銀行は依然として振込金を保持しているのであ
るから，これを不当利得として返還しなければならない。そして，このように
解しないと被仕向銀行が誤振込があったことを奇貨として受取人に対する回収
不能債権を相殺により回収する途を与え，その結果，振込依頼人が誤振込金の
回収が不能となるような事態が生じることは公平の見地から容認できないとし
ていることについて，何が公平かという判断は，そんなに簡単ではないとして，
世の中の一般理念からすると「ミスをした者がそれによる不利益を負う」とい
う方が公平であり，本件だと受取人を書き間違えるようなミスをした振込依頼
人が振込手続外で受取人から不当利得返還請求をすればよい，というのもひと
つの公平である。いったん預金が引き出された後，銀行が貸付債権の弁済を受
けた場合には銀行を非難できないであろうが，この場合でもそれが焦げ付き債
権であれば「タナボタ」であることには変わりないのである。貸付債権が回収
困難であったかどうかということと，預金の成立は明らかに関係のないことで
ある。また，振込依頼人が間違って指定した口座が存する場合は，本件のよう
に，通常振込依頼人と取引関係がある者の口座であるから，その者から資金を
返還してもらうことがそんなに困難とも思えない。さらに，本件のケースで，
銀行が相殺を有効として担保を放棄した場合にどうなるのか，本判決によると，
被仕向銀行は「利益の存する限度」で不当利得返還すればよいのであろうか，
この場合，銀行は担保を放棄したことによって，直ちに貸付債権が無価値にな
るわけではないから「利益の存する限度」の判断はむずかしいのではないか。
（75）　前掲鈴木正和「誤振込と預金者の認定」判例タイムス746号104頁，105頁。
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といったことなどから預金は成立するとして処理するほかはないとする㈹説
もある。以上の説はいずれも銀行の立場を考慮して銀行に有利な解釈をするも
のであるが，同じように銀行の立場を考慮するものの別な見方をする説もある。
それは，原因関係不要説により預金が成立するとした最高裁判決の検討に関し
て，本最高裁判決が振込の仲介にあたる銀行が各資金移動の原因となる法律関
係の存否，内容等を関知することなくこれを遂行する仕組が採られていると指
摘している点について，これは，受取人の債権者による差押えと，受取人が取
得した振込にかかる普通預金債権と被仕向銀行の受取人に対する金銭債権との
相殺に等しく当てはまり，両者の間に区別を画するものではない。両者は同じ
く債権者であり，銀行は相殺に関する一般的な制約に服する。しかし，受取人
の銀行（被仕向銀行）は，振込依頼人が誤って振込をしたときには不当利得返
還請求権を受取人に有するにとどまることになる制度の運営者である点で，他
の債権者と異なることに注意する必要がある。この違いは銀行が振込依頼人の
不当利得返還請求権の行使を助けることを要請された時点からこの意味をもつ。
現行制度ではこの時点以降，この銀行は同じく債権者であるといえず，振込制
度の一員として振込依頼人の要請と矛盾する行動をとることは許されないと考
えられる。したがって，この銀行による相殺は，この時点以降行われたもので
あれば効力がないということができる。例えば，組戻しの要請を受ければ，銀
行は組戻しの依頼の趣旨に沿って行動するように求められる。組戻制度を運営
する一員として，その制度が振込依頼人の不当利得返還請求権の行使を助けよ
うとする限り，それと相容れない相殺は効力が認められないということになる，
とする㈹。この考え方については，振込依頼人の不当利得返還請求権の行使
を助けることを要請された時点以降は，銀行が振込制度運営の一員であること
をもって，相殺の効力を否定するものとしているが，この時点が何時を指すか
不明であるが，仮に仕向銀行から誤振込を理由とする組戻依頼があった時と解
するとこれよりも前に相殺をしているときは，その相殺は有効になるといえる。
（76）　後藤紀一「振込取引をめぐる最近の判例と問題点」金法1269号15，16頁。
（77）　木南　敦「誤振込と預金の成否」金法1455号16，17頁。
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また，組戻の要請を受けたときも制度運営者として依頼の趣旨に沿って行動す
ることが求められるとしているが，組戻しは前述のとおり，被仕向銀行が振込
金を受取人の預金口座に入金記帳した後は，受取人の承諾が必要であり，この
承諾が得られないときは，被仕向銀行は組戻しをすることができず，この場合
には振込依頼人が直接受取人に振込金の返還請求をすることになる。したがっ
て，被仕向銀行が誤振込であることを知る前に相殺をしたときは，相殺は有効
であり，これにより貸付金債務を免れた受取人に振込依頼人は不当利得の返還
請求をすることになり，誤振込であることを知った後は指摘のとおり相殺をす
べきはないと考えるが，この誤振込金の組戻しについては，受取人の承諾が必
要になる。なお，一般論として誤振込金を含む預金について銀行が担保権を設
定していたり，差押えを受けていたりしている場合には受取人の同意があって
も組戻し応じることはできないことがある。この相殺の場合だけでなくて誤振
込のすべての問題についての対処は，この組戻しによるものと考える。たまた
ま，原因関係不要説により預金が成立するとした最高裁判決後に誤振込金との
相殺，組戻しが関係した判決が出ているので，次に紹介する。
　（2）平成8年最高裁判決後の関係判例
　①名古屋地判平成16・4・21，金融商事判例1192号11頁
　〈事案の概要〉
　振込依頼人XはA銀行にY銀行（被仕向銀行）にある受取人Bの当座預
金口座への振込依頼をしたが，振込先を誤ったことに気が付き，組戻依頼をし
たが，Y銀行では既に受取人の口座に本件振込による入金が記帳されている
ことを理由に組戻しを拒否した。そこで，振込依頼人がY銀行に対して振込
依頼人と受取人との間に送金のための原因関係を欠き，本件振込は錯誤による
誤振込であるとし，不当利得に基づき，振込金の返還を請求した。なお，当時，
受取人は，同日付で銀行取引停止処分を受けて事実上倒産したため，Y銀行
は，本件振込金を入金記帳した後，本件口座を強制解約し，本件口座による預
金を別段預金に振り替え，本訴訟（第一審）の係属中にY銀行の受取人に対
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する貸付金債権と対当額で相殺する旨の意思表示をした。Y銀行は，振込送
金により受取人の口座に入金記帳された以上，受取人のY銀行に対する預金
債権は有効に成立するから，受取人に対する貸付金債権と対当額で相殺済みで
あるから利得は発生しないと主張して争った。
　なお，本事案においては，振込依頼人が誤振込を理由に仕向銀行に組戻しを
依頼し，受取人も振込依頼人の誤振込であることを認めて，Y銀行による資
金の返還を認める承諾書を提出している。
　〈判決要旨〉
　本件振込が誤振込でも，受取人のY銀行に対する預金債権は有効に成立す
るが，誤振込であり，受取人から振込依頼人に返還されるべき不当利得金であ
ることを認識できたという事実関係のもとでは，Y銀行の受取人に対する貸
付金債権と相殺することは，正義，公平の観点に照らして，本件振込金相当の
限度で無効であり，相殺による利得は法律上の原因を欠くことになるとして，
Y銀行の利得と振込依頼人の損失との間に因果関係があるとして，Xの請求
を認容した。
　本判決の主な判決理由は次のとおりである。
　i。本件振込金が本件預金口座に入金記帳された時点で，受取人は振込依頼
　　　人の損失で本件振込金相当額の預金債権を利得することになり，振込依
　　　頼人は受取人に対して本件振込金相当額の不当利得返還請求権を取得す
　　　ることとなる。
　li．受取人は誤振込であることを認あて，本件振込金について何らの権利は
　　　なく，振込依頼人に返還されても何らの異議を述べない旨の確認書を作
　　　成していることからすると，Y銀行は振込依頼人の依頼に基づき組戻
　　　しに応じることに受取人との関係で支障はないというべきである。
　血．Y銀行は本件口座を強制解約し，別段預金に振り替えたために振込依
　　　頼人の組戻の依頼に応じることはできない旨主張するが，この別段預金
　　　は当座勘定解約残金であるから，Y銀行が受取人の預金残高について
　　　相殺処理を予定していてもY銀行は本来正当な権利者に対する支払債
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　　　務を負うぺき性質の預金であり，単に銀行の勘定処理のためにあるもの
　　　ではないから，Y銀行の別段預金に振り替えたために組戻依頼に応じ
　　　ることができない旨の主張は正当な理由があるとは言い難い。
　iv．　Y銀行は本件振込が誤振込であり，別段預金中の本件振込金相当額に
　　　ついては受取人の預金であるとしても，振込依頼人に返還されるべき不
　　　当利得金であることを認識できたものであり，かつ，振込依頼人の組戻
　　　依頼に応じることに支障のないものであった。そうするとY銀行よる
　　　相殺は正義，公平の観念に照らして，本件振込金相当額の限度で無効で
　　　あるというべきである。
　②名古屋高判平成17・3・17，金法1745号34頁
　①の判決を不服とした被仕向銀行（Y銀行）が控訴し，その控訴審判決が
本判決である。
　〈判決要旨〉
　本判決も前述の平成8年4月の最高裁判決に従い振込依頼人と受取人との間
に振込の原因となる法律関係が存在するか否かにかかわらず，受取人と取引銀
行の間に振込金額相当の普通預金契約が成立し，これが当座預金口座に振込が
あった場合であっても同様に解するとしたうえで，振込依頼人の誤振込により，
直ちに被仕向銀行に振込金相当の利得を生じたものとはいえないとの原則論を
維持しつつ，次のような判断をしている。
　i．振込依頼人が，受取人との間で振込の原因となる法律関係を欠くにもか
　　　かわらず，誤って受取人の預金（当座預金）口座への振込を仕向銀行に
　　　依頼し，その後，誤振込を理由に，仕向銀行に組戻しを依頼し，受取人
　　　も，振込依頼人の誤振込による入金であることを認めて，被仕向銀行に
　　　よる返還を承諾している場合には，受取人において，振込依頼人の誤振
　　　込による入金を拒否（あるいは上記当座預金口座に記帳された振込金額
　　　相当の預金の事実上の放棄）する意思表示をしたものと解する。
　h．他方で，被仕向銀行においても，受取人が当該振込金相当額の預金債権
　　　を行使することは考えられず，このままの状態では振込金の返還先が存
一26一
振込取引に関する法律問題の体系的整理（2｝
　　　在しないことになり，被仕向銀行に利得が生じたのと同様の結果となる
　　　こと。
　hi．被仕向銀行が，誤振込であることを知っている場合には，銀行間及び銀
　　　行店舗間の多数かつ多額の資金移動の円滑な処理の面から保護を考慮す
　　　ることは必ずしも必要でなく，かつ，振込依頼人と受取人間の原因関係
　　　をめぐる紛争に被仕向銀行を巻き込み，個別的な組戻手続をとることを
　　　妨げるものではないことからすれば，以上のような場合には受取人と被
　　　仕向銀行との間に振込金額相当の預金契約が成立したとしても，正義，
　　　公平の観念に照らし，その法的処理においては，実質は受取人と被仕向
　　　銀行との間に振込金相当の（当座）預金契約が成立してないのと同様に
　　　構成し，不当利得返還請求においては，振込依頼人の損失によって被仕
　　　向銀行に当該振込金相当額の利得が生じたものとして，振込依頼人への
　　　直接の返還義務を認めるのが相当である。
　③東京地判平成17・9・26，金法1755号62頁
　〈事案の概要＞
　X社はA社に対する決済のためにエレクトロニック・バンキングサービス
を利用してB銀行に振込依頼をしたが，誤って振込先（受取人）をY銀行の
C社の普通預金口座として指定したために，Y銀行C社の本件口座に入金記
帳された（誤振込）。その後，本来の受取人からの問い合わせにより誤振込に
気が付き，B銀行に組戻しの手続を依頼した。　B銀行から組戻依頼を受けたY
銀行ではC社と連絡がつかず，その承諾が得られないため，組戻依頼に応じ
られないとの回答が伝えられた。このため，X社はC社との連絡を試みるが，
C社は不渡手形を出し銀行取引停止処分を受け，代表者の行方も不明で連絡が
とれずに，誤振込金の回収策について弁護士に相談するほか，Y銀行（被仕
向銀行）にも誤振込の事実を説明するなど相談をした。このような状況のもと
で，Y銀行はC社に対して貸金債権を有していたことから，この貸金債権を
自働債権として誤振込金を含むC社の預金債権を受働債権として相殺の意思
表示をした（この相殺通知は内容証明郵便で出されたが転居先不明で戻された
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が，銀行取引約定書のみなし到達条項により到達されたものとしてY銀行で
は処理をした）。そこで，X社はY銀行は法律上の原因なく本件誤振込相当額
を利得したと主張して，Y銀行に対し不当利得返還請求権に基づき本訴を提
起した。
　〈判決要旨〉
　本判決もX社がY銀行に対して誤振込金相当額の不当利得返還請求権を取
得するか否かを判断する前提として，C社が誤振込によってY銀行に対して
誤振込金相当額の預金債権を取得するか否かについて，前述の平成8年4月の
最高裁判決から預金債権は成立すると判断したうえで，Y銀行のした相殺の
有効性についても，権利の濫用に当たるような特別の事情のない限りその効力
が否定されることはないとして，相殺は有効であるとしたうえで，次のように
判断してX社の請求を認容した。
　i．振込取引においては，銀行実務上，受取人の預金口座に入金記帳がされ
　　　るまでは，振込依頼人の依頼によりいったん開始した振込手続を取りや
　　　め，振込依頼受付前の状態に戻す「組戻し」という手続が認あられてお
　　　り，入金処理完了後であっても，受取人の承諾があれば，組戻しの依頼
　　　に応じる取扱いがされているが，この銀行実務上の取扱いによれば，入
　　　金処理完了後に受取人の承諾を得ることができない振込依頼人は，組戻
　　　しによる救済を受けることができないことになる。
　li．しかし，誤振込をした振込依頼人の中には，たまたま受取人の所在が不
　　　明であったために，受取人から組戻しの承諾を得ることができないとい
　　　う者もいるはずであり，そのような振込依頼人に対してさえ救済手段が
　　　残されていないというのは，振込取引制度が多数かつ多額の資金移動を
　　　円滑に処理するための仕組みであるとはいえ，制度として好ましいこと
　　　ではない。むしろ，振込制度を運営する銀行に対しては，振込依頼人か
　　　ら受取人の所在が不明であって組戻しの承諾を得ることができない事情
　　　について相当の説明を受けた場合には，誤振込をした振込依頼人の救済
　　　を残すために，誤振込の事実の有無の確認に努あ，その間，受取人の預
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　　　金口座に入金記帳された当該振込に係る金員を受取人の預金と区別して
　　　管理するなどの適当な措置をとることが望まれるところである。
　hi．このように考えると，銀行が，振込依頼人から受取人の所在が不明であっ
　　　て組戻しの承諾を得ることができない事情について相当の説明を受けて
　　　いながら，誤振込の事実の有無を確認することのないまま，受取人に対
　　　する債権をもって当該振込に係る預金債権を相殺して，自らの債権回収
　　　を敢行したような場合には，この債権回収は，振込依頼人に対する関係
　　　においては，法律上の原因を欠き，不当利得となるものと解するのが公
　　　平の理念に沿うものといえる。
　なお，本判決も前述の誤振込に関する平成8年判決を前提にしながら，振込
依頼人の銀行に対する不当利得返還請求を容認したものであるが，その法律構
成は前掲①の名古屋地裁判決，②の同高裁判決とは異なり，いわゆる編取金に
よる弁済に関する最一小判昭和49・9・26，民集28巻6号1243頁，金法738
号30頁（後述「参考」参照）に類似するものとなっているとの解説が金法
1755号のコメントにある。
　③　検　討
　誤振込に関する前述の平成8年判決では，誤振込金によって預金が成立する
かが，論点であったが，ここに挙げた事例では誤振込金であることを知った
（悪意）被仕向銀行が，当該誤振込金を貸付債権と相殺した場合の相殺の効力
が論点になっている。誤振込であっても預金が成立するとした平成8年判決を
前提とする以上は，銀行が受取人の預金口座に誤振込された預金について，銀
行が受取人に対する貸付金債権をもって相殺することは，受取人の債権者の一
人としての正当な権利行使といえる筈である。とすると，たまたま誤った振込
依頼をしてしまった振込依頼人の犠牲のもとで銀行に「棚ぼた利益」を与える
ことは妥当でないといえる。そこで，どのような理屈でこの調整を図るかが，
誤振込と銀行の相殺をめぐる論点になる。
　ここに挙げた判例に関する論文は多岐にわたるところであるが，先ず，主要
一29一
法科大学院論集　第4号
論文の概要をみることにする。
　A．名古屋地判16・4・21に関して
　a．本判決を支持する説としては，金銭の特殊性による占有と所有の結合と
同じように，金銭の振込は，法律上の原因とは一切無関係に無因的資金移動が，
仕向，被仕向行間で行われ，誤振込であろうと，預金約款により，預金は有効
に成立する。したがって，その限りでは，不当利得の要件である「法律上の原
因」とは無縁であり，振込依頼人と受取人間で初めて，「法律上の原因」をめ
ぐって，不当利得による損益の調整が問題になる筈である。としたうえで，振
込依頼人（X）の損失と被仕向銀行（Y）の利得との間に不当利得の成立に必
要な因果関係があるかについては，社会観念を基準として緩やかに判断する限
り，Xの損失は明らかであるが，利得は，積極的に債権回収に動いたYと消
極的とはいえYに対する債務が減少する受取人（A）の双方に認められるが，
無資力なAはともかく，Yを相手に調整を図るのが現実的であり，不当利得
における因果関係を認めてよいように思われる，とする。そして，AとYと
の間の法律上の原因の有無については，YはAに対する金銭消費貸借契約上
の債権の回収に踏み込んだときに，無因的資金移動の立場を超えたことになり，
相殺の対象がAの預金でないことを知りながら，しかも組戻依頼に対するA
の承諾があったのに組戻しを拒み続けて，突然Aに対する貸付金と相殺をす
ることは，どのように善解しても悪意そのもので法律上の原因が無いことを百
も承知の上，敢えて回収に走ったことは妥当でなく，預金は成立しているが，
正義・公平の見地から相殺は無効との結論は妥当である，とする㈹。
　b．本判決に反対の説をみると，まず，本判決がY銀行において本件振込
が誤振込であること，振込依頼人に返還されるべき不当利得金であることを認
識したことから相殺を正義・公平の観念に照らして無効であるとした点と，Y
銀行の相殺による本件振込金相当額の利得は法律上の利得を欠き，振込依頼人
の損失とY銀行の利得との間に因果関係があるとした点について，両立しな
（78）　菅野佳夫「誤振込金と貸付債権の相殺」判例タイムス1152号105頁。
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い矛盾した命題になっていると指摘して，相殺の無効をいうのであれば，自働
債権の満足による消滅というY銀行の利得はそもそも生じていない。相殺が
無効であれば，預金債権は残存しているから，XはAに対する不当利得返還
請求権に基づく債務名義を取得したうえで，別段預金を被執行債権として差押
命令・転付命令を取得することができる。さらに，Y銀行が不当利得したの
であれば，相殺は有効であったというべきである。今度は自働債権の満足によ
る消滅という利得はXにおけるいかなる「損失」との間に因果関係があるの
であろうか。Xの不当利得返還請求の相手方はあくまでAであって，　Y銀行
ではなく，Aの預金口座に入金記帳された時点でXの損失によりAは不当利
得しており，Y銀行による相殺によってXの損失が発生したわけではない，
とする。
　そして，本件ではたしかにY銀行は悪意であるかもしれないが，貸金債権
の弁済のために相殺による預金債務の消滅という効果を享受するのであって，
そこに法律上の原因が存することになり，不当利得の一般的成立要件は欠けて
いると解すべきであろう，とする。なお，問題の解決は不当利得法理ではなく，
相殺権濫用法理に委ねるべきであるといいつつ，これによる相殺の効力を否定
することは難しいとする（79）。
　c．上記のほか，本判決が基本的には平成8年最高裁判決の判断枠組を踏襲
しつつ，被仕向銀行の相殺を否定し，振込依頼人からの不当利得返還請求を認
容したことについて，何故そのようになったのかを本判決の論理を平成8年判
決と比較検討した論文がある（8°）。この論文は結論としては本判決を支持する
ものであるが，組戻しの法的視点から検討をするといった特徴がある。まず，
組戻しと受取人の債権者による差押えや相殺との関係については，組戻しによ
る原状回復がなされる前に受取人の債権者による差押えや相殺がなされた場合
に，誤振込金による預金が不成立なら受取人の債権者による差押えや相殺は空
（79）　柴崎　暁「誤振込の被仕向銀行による受取人の預金債権を受働債権とする相殺」
　　金融商事判例201号59頁。
（80）　本多正樹「誤振込と被仕向銀行の相殺」金法1733号37頁，同1734号48頁。
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振りになり，被仕向銀行は仕向銀行から振込金相当額を受取る一方で，それに
見合う債務を負わない（預金不成立）ので，法律上原因のない利得があり，振
込依頼人は被仕向銀行に不当利得返還請求が可能になろう。これに対して平成
8年判決のように預金が成立することになれば被仕向銀行は仕向銀行から資金
を受け取っていても同額の預金債務を負担する以上，利得はないということで
あろう。だが，預金が成立するとしても，受取人の債権者が振込依頼人との関
係で当該預金の差押えや相殺を自由になしうるのか議論の余地があるとする。
すなわち，平成8年判決では，預金の成立を認めた結果「振込依頼人は受取人
に対して不当利得返還請求権を有するにとどまり」としたことは，振込依頼人
は受取人に対する一般債権者に過ぎず，誤振込によって成立した預金債権につ
いて他の債権者に優先する権利（いわゆる物件的な効力）を持たない，とする。
そのうえで，受取人（A）が組戻しを承諾している点に重点をおいて次のよう
に分析する。
　本判決では，振込依頼人（X）は受取人に対して不当利得返還請求権を取得
すると述べるが，被仕向銀行（Y）は，組戻依頼に応じることに支障がなかっ
たこと，誤振込金でありAの預金であるとしても振込依頼人に返還すべき不
当利得金であることを認識できたこと，の2点から，Y銀行の相殺が正義・
公平の観念に照らして振込金相当額の範囲で無効とした。それは，「組戻しに
応じるべきであったにもかかわらず応じなかったことは不当である」，Aの無
資力状態で相殺により自己の債権をXに優先して回収することは不当で「相
殺すべきではなかった」という「棚ぼた式」利益論（81）による価値判断そのも
のであると言えよう，とみる。そして，Aの組戻しの承諾につて，平成8年
判決を前提にすると「誤振込においては，振込依頼人は組戻しという仕向銀行
の提供した手段を利用して，不当利得返還請求権を行使しているとみられ，組
戻しに関する受取人の承諾は，組戻しを介して受取人が振込金相当額の不当利
（81）　振込を正当とする原因関係のない受取人に預金債権の取得という利益をあたえtt
　　さらにその債権者についても，振込依頼人のミスで棚ぼた式に利益を得るのはおか
　　しいとみること。
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得返還義務を果たすことになる了解」に相当すると解されるとする。受取人の
承諾がある場合に，組戻しに応じるかは被仕向銀行の裁量に委ねられるとは言
えないとし，このことについては前述の「振込制度の運営の一員として振込依
頼人の要請と矛盾する行動をとることを許されない」たあ，組戻依頼を受けた
時点以降の相殺は効力を有しないとする見解につながるものであるとする。
　次に本判決は，正義・公平の観念に照らして相殺は無効であると判断した後
に直ちにXの不当利得返還請求を認める点について，相殺が無効だとしたら，
なぜAではなくY銀行が不当利得返還債務を負うことになるのかと疑問が生
じるとし，前述の反対説（前注（79））と同様の問題指摘をする。しかし，この
点については，本判決の「被告の前記相殺による本件振込金相当額の利得は法
律上の原因を欠くことなる」との説示からその真意を探るとすると，実は本判
決は相殺の効力を否定したものではないと理解できるとする。換言すると，Y
銀行は相殺すべきではなかったのに相殺した，Aとの関係では相殺は有効で
あるが，それは正義・公平の観念に反するものであるので，相殺により貸金債
権を優先的に回収した（あるいはAに対する預金債務が消滅した）ことが法
律上の原因がない利得になる理論であるとし，これは昭和49年最判の法理
（騙取金による弁済の事案での後述の［参考］を参照）によってXの請求認容
に結び付けたとうのが本判決の一つの理解であるとする。
　そして，本判決のように組戻しに応じる義務を認めることと平成8年判決と
の整合性については，誤振込の場合に組戻しに応じず相殺できるかどうかは，
平成8年判決の射程外と考えるべきであるとする。組戻しと相殺の関係につい
ては，組戻依頼が被仕向銀行に到着していない段階では組戻しに応じる義務は
観念できないし，被仕向銀行の相殺は許されるが，組戻依頼到着後は原則とし
て被仕向銀行の相殺は制限されるべきであるとする。そのうえで，誤振込を理
由とする組戻しは原則として応じる義務があり，「誤振込を装った組戻し」が
疑われる特段の事情がある場合に限って義務はないといった規律が適当である
と考えたい，とする。
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　参考
（1）騙取金による弁済に関する判例（最一小判昭49・9・26，金法738号30頁）
　　　甲が乙から騙取または横領した金銭を自己の金銭と混同させ両替し，銀行に預
　　け入れまたはその一部を他の目的のために費消した後に，その費消した分を別途
　　工面した金銭によって補鎭する等してから，それをもって，自己の丙に対する債
　　務の弁済に充てた場合でも，社会通念上乙の金銭で丙の利益を図ったと認めるに
　　足りる連続があるときは，乙の損失と丙の利得との間には不当利得の成立に必要
　　な因果関係があると解すべきである。甲が乙から騙取または横領した金銭により
　　自己の債務者丙に対する債務を弁済した場合において，右弁済の受領につき丙に
　　悪意または重大な過失があるときは，丙の金銭の取得は乙に対する関係において
　　は，法律上の原因を欠き不当利得となる。
（2）　誤振込と詐欺罪（最高裁決定平成15・3・12，金法1679号49頁）
　　　自己の普通預金口座に誤った振込入金があったことを知ったAはそのことを
　　銀行窓口係員に告げることなく，預金の払戻しを請求し，同係員から直ちに預金
　　払戻しとして現金の交付を受けたために詐欺罪に問われた第一審，控訴審の判断
　　は平成8年判決に反するとして上告したものである。誤振込によって預金が成立
　　するとする平成8年判決のもとでは，預金債権者である受取人の預金払戻請求が
　　刑法246条1項にいう「欺岡行為」といえるか，預金債務者である被仕向銀行の
　　預金払戻しが同様に「錯誤に基づく財産的処分」に当たるのか，という点が問題
　　になる。本決定は「誤った振込みがあったことを知った受取人が，その情を秘し
　　て預金の払戻し請求をすることは，詐欺罪の欺岡行為に当たり，また，誤った振
　　込みの有無に関する錯誤は同罪の錯誤に当たるということができるから，錯誤に
　　陥った銀行窓口係員から預金の払戻しを受けた場合には詐欺罪を構成する」とし
　　た。
　B．名古屋高判16・4・21に関して
　a．判旨に反対する説として，預金の成立を否定しないのであれば，受取人
Aの「確認書」が存在しようとも預金債権はAに帰属し，Aの処分権を制約
する事由はなく，それを前提にするY銀行による本件相殺は無効ではなく，Y
銀行には法律上の原因を欠く利得はなくXは専らAに対し不当利得債権を行
使すべき筋合いのものというべきである，とし，Aの確認書については，振
込通知に対応する銀行間の資金移動によってY銀行に帰属するに至った金銭
について「このままの状態では振込金の返還先が存在しないことになり，同銀
行に利得が生じたのと同様の結果になる」としている点について，預金が成立
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すると考える以上は，Aは振込金額の預金の払戻しを請求できる地位にある
ので，かかる判断はとりえないとする。なお，本判決原審である名古屋地判で
は，「本件口座への入金記帳完了時点でXはAに対して本件振込金相当額の
不当利得返還請求権を取得しているのであるから，Xは銀行取引停止処分を
受けて無資力となっているAのY銀行に対する本件口座及び別段預金の預金
債権を代位行使することも可能である」と述べているが，この説も本件のよう
な事例でXがY銀行に請求する道を開く方法として，債権者代位権があると
している（82）。
　b．次に結論はおおむね妥当とするものの，判決の法的構成に以下のような
問題指摘をする説がある（83）。
　先ず平成8年判決によれば，預金は成立しており，その預金債権に対して振
込依頼人とその受取人に対するその他の債権者は平等の関係に立つ。したがっ
て，債権者の一人である被仕向銀行の相殺は，正当な権利行使であるから，被
仕向銀行は誤振込人（振込依頼人）に対して不当利得返還責任を負わないはず
である。しかし，誤振込であることを知りながら，これを秘して払戻しを受け
た受取人は被仕向銀行に対して詐欺罪が成立する（最二小判平成15・3・12）
とする判決を本判決は引用しているが，この判決が平成8年判決と整合するか
疑問であると指摘する（S4）。すなわち，このように受取人の権利行使が制約さ
れれば差押えや相殺も一定の制約を受けることになり，本判決のように受取人
が組戻しの承諾をしている場合には，相殺は本来期待しえない利益（棚ぼた利
益）を得るものではないかとの疑問が一層強くなるとする。本判決は平成8年
判決の例外を認めるものであり，棚ぼた利益の排除という素朴だが，正当な利
益衡量がいかに強いかを如実にしめしている，とする。さらに本判決は受取人
（A）が誤振込金の返還を承諾している場合には，Aが振込金相当額の預金債
（82）　柴崎暁「誤振込みされた預金と貸付金債権を相殺することが正義・公平の観念に
　照らして無効とされた1審判決が是認され控訴が棄却された事例」金融商事判例
　1219号59頁。
（83）　松岡久和，金法1748号11頁「金融判例研究」。
（84）　同様の疑問は前掲注（82）柴崎論文63頁にもある。
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権を行使することが考えられず，被仕向銀行（Y）が実質的に支払義務を免れ
ることから預金債権は不成立に近く，預金としては成立しても受働債権となり
得ないから相殺はできないとする。平成8年判決を意識したからこそ，一般的
に原因関係不要説に立って預金の成立を認めながら「実質はこれが成立しない
のと同意」と構成したのであろう。しかし，その論理は分りにくいとする。A
が組戻しを承諾しても実際に組戻しがなされるまではAの預金債権は存在し
ており，この状態でYが相殺する前にすでに利得者はYに変わるのであろう
か，Aの承諾やYの悪意などの事情によって預金債権の成否が左右されるこ
とは，預金債権の成立を前提とする種々の権利が一律に無効となることを意味
し，平成8年判決の趣旨と抵触する。とする。このような指摘をしたうえで，
本判決以外の構成として，「無効な相殺と不当利得」の視点から，預金の成立
を認めたうえで相殺を無効とすれば誤振込金にかかる預金債権は消滅していな
いことになるため，利得者は依然AではなくY銀行であり，振込依頼人Xは
Aにたいする不当利得返還請求権を差し押えるか，債権者代位権を行使する
べきことになる（s5）。この場合に相殺を無効とするには，相殺権の濫用論，　Y
銀行の振込制度の運営者の一員論，棚ぼた利益論，を挙げる。
　また，「有効な相殺と不当利得」の視点からは，相殺が有効でも利得者はA
であって，Yの相殺によってXの損失が発生したのではないとの指摘があ
る㈹ことをあげるほか，これに対して，有効な相殺によって誤振込金相当額
の預金債権が消滅したため，XのAに対する不当利得返還請求権が実質的に
回収不能になったという損失がXに発生したと見ることができるとする。ほ
かに，相殺が相対的に法律上の原因とならないとする構成として，Y銀行の
相殺はAとの関係では有効だが，Xに対する相対的な関係では，　XのAに対
する不当利得返還債権を実質的に回収不能とする限度で法律上の原因を欠くと
する考え方があるとする（97）。
（85）　同様の意見は前掲注（82）柴崎論文64頁にもある。
（86）　前掲注（79）柴崎論文60頁。
（87）　前掲菅野論文106頁以下。
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　C．東京地判平成17年判決に関して
　a．本判決について，相殺の効力を相対的に捉え，銀行の相殺はB（受取人）
との関係では有効であるが，振込依頼人との関係では「法律上の原因」を欠き，
不当利得となると判断し，その理由としてY銀行の主観的事情として，Xか
ら誤振込の事情について説明を受けていること，受取人の所在が不明で組戻し
の承諾を得ることができない事情も十分説明されていること，受取人の所在不
明であることをY銀行自身も現に認識していたものと考えられること，Y銀
行内部でも入金記帳された振込金が誤振込である可能性を認識していたこと，
を挙げているとし，そして，「法律上の原因の有無」の判断に利得者の主観的
事情を結び付ける考え方は騙取金による弁済に関する判例（前述）にみられる
ことから，本判決では明記していないが，本判決の背後には同様の考え方があ
ると思われる，との指摘が見られる（es）（前述の本判決のコメントにもある）。
しかし，この点については，誤振込の有無すなわち振込の原因関係の有無に関
与する立場にない銀行が，振込依頼人から誤振込の事情や受取人行方不明のた
め組戻しの承諾をとれない事情の説明を受け，誤振込にかかる可能性を認識し
たことをもって「法律上の原因」がないとする理論構成に無理があると思われ
るとし，その他に銀行の「利得」の議論もあるだろうし，この判決によるとし
た場合，受取人と連絡がとれない場合の銀行の事務処理や誤振込の申し出があっ
た場合の事務処理に著しい支障が生じることになる，としながら銀行を取り巻
く環境の変化を踏まえた法理論や判断を無視することできないとする説があ
る（89）。
　b．本判決の判旨に反対であるとし，その問題点を指摘しつつ，本件で，銀
行は取引停止処分後，銀行がすみやかに預金契約を強制解約をしていれば，誤
振込による預金の受入は未然に防ぐことができたはずである。倒産状態にある
（88）　関沢正彦「組戻承諾が取れない場合の被仕向銀行の誤振込による預金相殺と不当
　利得」金法1755号4頁，柴崎暁「銀行が受取人の銀行口座に誤振込された預金に
　ついて受取人に対する貸付債権をもって相殺したことにより振込依頼人に対して誤
　振込金相当額の不当利得返還義務を負うとされた事例」金融商事1241号52頁。
（89）　前掲関沢論文5頁。
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受取人に対して支援の目的等で振込をする者がいることも否定できないから，
そのような預金の受入れについて可能性を残しておくべき利益はあるが，でき
れば受取人の倒産を振込依頼人が知っている状態に置くことが望ましい，とし
て口座名義人の倒産をいち早く知ることのできる銀行は，説明義務ないしは警
告義務のようなものを信義則上負担することがあり得るといえないであろうか。
また，強制解約がなされずとも，口座の利用を一時的に停止「凍結」がなされ
るだけでも十分にかかる不当利得の発生を予防し得る，とする説がある（9°）。
　c．名古屋判決の事案も含めて本件のごとく金融機関が誤振込金をもって受
取人への債権と相殺してしまったような事案においては，誤振込金の受取人へ
の帰属を否定し，金融機関へ不当利得返還請求を認める理論構成がもっともすっ
きりするであろう，としたうえで不当利得の要件のうちの「法律上の原因」に
ついて，本件でY銀行は受取人が有効に取得した本件誤振込金相当額の預金
債権を受働債権とし，自己の受取人に対する貸付債権を自働債権として相殺し
ており，本判決はかかる相殺は有効であると判断している。したがって，少な
くて受取人との関係ではY銀行の利得にはれっきとして法律上の原因が存在
する。法律上の原因が，法律行為の直接の相手方である受取人との間にだけあ
れば良いのか，それとも損失者であるXとの間でも必要であるのか，その点
が問題となる，とする。そして，騙取金による前述の最高裁昭和49年9月の
判例に触れたうえで，本判決の判断として利得者であるY銀行の主観的態様
を特に問題としていない他方でY銀行が誤振込であることを認識していたこ
とや受取人が所在不明で組戻しの承諾が得られないなどの条件を充たす場合に，
銀行の行った相殺の方法による債権回収行為が法律上の原因を欠く旨を判示し
ているのである。本判決がこのような判示をしているのは振込依頼人の救済を
図る一方で，銀行実務を尊重するためであろう。とし，本判決が騙取金による
弁済と類似しているにもかかわらず，これに関する最判昭和42年および最判
（90）　柴崎　暁「銀行が受取人の銀行口座に誤振込みされた預金について受取人に対し
　　て貸付債権をもって相殺したことにより振込依頼人に対して誤振込金相当額の不当
　利得による返還義務を負うとされた事例」金融商事判例1241号53頁。
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昭和49年よりも遥かに損失者（振込依頼人）を有利に取り扱っている。かか
る点を合理的に説明できるかどうかが本判決の課題といえるのではないだろう
か，とする意見もある｛91）。
　D．私　見
　a．名古屋の事案について
　名古屋事案では，誤振込により預金が成立するという最判平成8年判決の影
響を受けて地裁判決では「相殺を正義・公平の観念に照らして無効」であると
し，高裁判決では「正義・公平の観念に照らして，その法的処理においては，
実質的には預金契約が成立していないのと同様に構成すべき」として，振込依
頼人の銀行に対する不当利得返還請求を認めるというかなり苦しい論理展開を
しているように思える。
　この事案における振込取引が行われた平成15年5月10日の銀行（被仕向銀
行であるY銀行）の対応を第1審における当事者の主張をもとに事実関係を
整理すると，次のとおりである。
　①午前10時22分に誤振込先（A）が，不渡手形を出して銀行取引停止処
　　　分を受けたことをファックスで受信した。
　②午前11時42分にAの当座預金口座に本件振込金を入金記帳した。
　③午後1時11分に本件当座預金口座（当座勘定取引）を強制解約し，（10
　　　日に強制解約通知をA宛に発信し，ll日に到達）その時点での預金残
　　　高について相殺を予定して別段預金に振り替えた。
　④午後3時05分に仕向銀行から組戻依頼を受けたが，本件口座はすでに
　　　強制解約済みであったので，組戻しはできない旨を仕向銀行に回答した。
　以上のことから，次の二つ理由によりY銀行の相殺は認められないという
ことができる。
　第1の理由は，Y銀行はAの当座預金口座に本件振込金の入金記帳する前
（91）　麻生裕介「誤振込みおいて振込依頼人から金融機関への不当利得返還請求が認容
　　された事例」金融商事判例1228号6頁。
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の午前10時22分には，Aが銀行取引停止処分を受けたことを知っており，
この時点でAの当座勘定取引は解約しなければならないことになる（92）。この
ため，Y銀行ではAあてにこの解約通知を通知している。この銀行取引停止
処分を受けたことによる当座勘定取引の解約は一般にいう「強制解約」である。
本件事案では，この解約手続きをとる前の午前11時42分にこの当座（預金）
勘定に本件振込金を入金記帳して，その後の午後1時11分に強制解約をして
いるが，振込入金をする時点ではAの当座勘定は強制解約すべきものである
ことをY銀行は知っていたにもかかわらず，入金後に強制解約して，しかも
相殺を意識してその残金を別段預金に振り替えている。
　内国為替取扱規則によれば，取引解約後口座あての振込通知を受信した被仕
向店は直ちに入金不能として資金を仕向店に返還することになっている。そこ
で，本件振込の場合にも，強制解約されるべき口座あての振込として，これを
入金不能分として仕向店に資金返還すべきであったといえる。この手続きをとっ
ていれば，誤振込金は振込依頼人に返還されて事なきを得たといえる。
　第2の理由は，1月10日の午後3時05分に受けた組戻依頼について別段預
金の振り替えたことを理由に応じられないとしてこれを拒否したことである。
この点については1審判決でも「正当な理由があるとは言い得ない」としてい
るところであるが，この別段預金は当座勘定解約残金であるから，この預金の
本来の正当な権利者に対して支払債務を負うべき性格の預金である。したがっ
て，預金者であるAの承諾を得られれば組戻しに応じなければならない。本
件では，Aの組戻承諾はかなり遅れてなされているが，仕向店から組戻依頼
を受けた時にAにその旨を連絡していれば，その承諾が得られて組戻しが行
われて振込依頼人に振込資金が返還されるべきであったといえる。
　以上のとおり，口座解約による入金不能分としてあるいは組戻しにより振込
資金を振込依頼人に返還すべきであったにもかかわらず，これらの手続きをと
らなかったのは，Y銀行としては貸金債権を相殺により回収することを意図
（92）手形交換所規則62条2項，当座勘定規定23条3項。
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していたからであり，この限りにおいてY銀行のした相殺は，相殺権の濫用
として否定されるべきものと考える。
　なお，相殺が無効ということになると貸金債権，誤振込金を含む預金債権は
復活することになり，Y銀行は預金債務を負うことになるので，　Y銀行には
不当利得はないことになりそうであるが，入金口座の解約または組戻しの承諾
により振込入金されるべきでなく，振込込依頼人に返却すぺき資金を保持して
いる点について，「法律上の原因」を欠く利得として，不当利得返還請求を認
めることにより誤振込をした振込依頼人の保護が図られる。このように入金不
能分として入金しないあるいは組戻し承諾による預金債権の放棄が行われたと
考えることによって，平成8年判決とも矛盾しないといえるのではなかろうか。
ところで，本件名古屋地判を結論として支持しつつ，それを組戻しの観点から
検討を加えた前掲（80）の本多論文については傾聴すべき内容であるが，「組戻
しに応じる義務」について，組戻依頼到着後は原則として被仕向銀行の相殺は
制限されるべきであり，誤振込における組戻しは原則として応じる義務がある。
この場合，被仕向銀行としては誤振込による組戻依頼であるかどうか分からな
いわけであるから，これは受取人の判断によることになり，受取人が承諾しな
い場合には，誤振込ではないとして取り扱えばよいとして，誤振込を理由とす
る組戻しは原則として応じる義務があることにするとの意見については，この
ようにすることの法的根拠を明らかにする必要があるのではないかと考える。
思うに振込取引の組戻手続の実務では，振込金の受取人の預金口座への入金記
帳後は誤振込であろうがなかろうが，その理由のいかんを問わず受取人の承諾
が得られなければ被仕向銀行は組戻依頼に応じることができず，一方承諾が得
られれば組戻しに応じなければならない。受取人の承諾によって，被仕向銀行
に組戻依頼に応じる義務が生じることを法的にどう説明するのか明確にする必
要がある。
　組戻しの法的性質を振込委任契約の解除と解釈する立場からは，受取人口座
への振込金が入金記帳される前は振込委任事務が終了していないので，この段
階での組戻依頼に対しては被仕向銀行は組戻依頼に応じる義務があることにな
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るが，受取人の預金口座への振込金の入金記帳後は振込委任事務が終了してい
るので，その解除である組戻しはできないことになる。実務では入金記帳後も
受取人の承諾を得て，組戻しに応じているが，これは受任者である被仕向銀行
の義務として行っているものではないといえる。そこで，誤振込金の入金記帳
後に受取人の承諾を得たときには，被仕向銀行に組戻しに応じる義務を認める
とするには，この義務化についての法律的根拠を明らかにすることが必要では
ないであろうか。
　なお，この説では，右に述べた振込金の入金記帳の前後で組戻しに応じる義
務があるか否かを区別することについて，平成6年に制定された振込規定によっ
てこの位置付けは変わったといえないか，この規定の文言を見る限り，入金記
帳後には，組戻しの取扱いが「サービス」に転じるとの趣旨はうかがえない。
として，むしろ，入金記帳後も受取人の承諾があれば，仕向銀行も被仕向銀行
も振込依頼人の組戻しを実現させるべき契約上の義務を負うのではないか，と
指摘する（93）。この指摘のうち，振込規定ではむしろ入金記帳後は受取人の承
諾がなければ組戻しはできないことを意識したもので，この規定の制定により
位置付けが変わったというより従来の前記の考え方を規定化したにすぎないと
考える。また，振込依頼人と直接契約関係にない被仕向銀行に組戻し実現すべ
き契約上の義務を負わせることについては，いかなる契約上の義務なのか明ら
かにする必要があると考える。
　b．東京地裁判決について
　本判決では，先ず最高裁平成8年判決に沿って，受取人は振込金相当額の預
金債権を取得すると解し，受取人の債権者が当該預金を差し押さえることはも
とより，銀行が受取人に対して有する債権をもって相殺することも，それが権
利の濫用にならない限り，その効力が否定されることはないとして，銀行のし
た相殺を有効とした。そのうえで，①本件誤振込さえしなければ，あるいは②
組戻しの手続きが取られていれば，振込依頼人は振込金相当額の事実上の損害
（93）前掲注（88），本田正樹「誤振込と被仕向銀行の相殺」（下），金法1734号54頁。
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を免れたはずであること。その意味で，銀行（被告）は本件誤振込金相当額を
振込依頼人の損失のもとでいわば「棚からぼた餅」的に利得を得たものといえ
ることを不当利得制度の本質から実質的に判断して，誤振込による組戻しの承
諾を得ることができない事情などの存在を了知している銀行が相殺を敢行した
こと，振込依頼人に対する関係で法律上の原因を欠き，不当利得となるとした
判決は妥当であると考える。何となれば，最高裁平成8年判決によれば，振込
依頼人は誤振込金については受取人に対して不当利得として返還請求をするこ
とになるが，本件事案では受取人は倒産状態にあり，その代表者も行方不明と
いうことであり，振込金を保持している銀行が振込依頼人に返却するのが，振
込依頼人の保護になるからである。ところで，前掲注（90）柴崎論文では，銀行
は取引停止処分後にすみやかに預金契約を強制解約をしていれば誤振込を未然
に防ぐことができたはずであり，また，受取人の倒産を振込依頼人が知ってい
る状態に置くことが望ましく，銀行に説明義務ないし警告義務のようなものを
信義則上負担することがあるのではないかとする。しかし，銀行取引停止処分
による強制解約は当座勘定取引について同規定上の定めおよび手形交換所規則
に基づくものであって，普通預金ついては銀行取引停止処分を理由にした解約
はできない。また，受取人の倒産情報を振込依頼人に通知することは銀行の秘
密保持義務から容易に認めことができるものではない。いずれも銀行として取
りえない措置である。
7．振り込め詐欺をめぐる法律問題
　振り込め詐欺による被害は警察庁によると2006年度では，未遂も含めて発
生件数は17，041件，被害額は228億6，123万円にものぼり，東京都内において
は2006年4月から7月までに2，064件，25億円になっており，今も被害が後
を絶たない状況にある。
　そこで，ここでは被害者の救済策の視点から関係判例およびこれに関する学
説などを私見も含めて解説することにする。
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　（1）被害者の救済策
　振り込め詐欺の被害者の救済策としては，①加害者に対して不当利得または
不法行為により直接請求する方法，②振込先の預金名義人に対して不当利得の
返還請求をする方法，③振込先金融機関（被仕向銀行）に対して不当利得の返
還請求する方法，④振込先預金者（94）が振込先金融機関に対して有する預金払
戻請求権を代位行使する方法，が考えられるのでそれぞれについてみることと
する。なお，いずれの場合にも詐欺による振込金が振込先金融機関に預金とし
て残っていることを前提とする。
　①加害者に対して直接請求する方法
　振り込め詐欺の被害者は，電話をかけてきた加害者（氏名不詳者）に振込金
と同額の不当利得返還請求または不法行為による損害賠償請求をすることがで
きる。しかし，この場合に直接加害者にこの請求をするにしても，また，加害
者が被仕向銀行に対して有する預金の払戻請求権を差し押えるにしても，相手
方である加害者については氏名，住所が不明で訴えを提起することができず，
差押えに必要な債務名義を取得することもできずに，直接加害者を相手にする
ことができないという問題に直面する。
　この点について，振り込め詐欺にあったことに気が付いた被害者が警察に届
け出て，警察から連絡を受けた銀行が当該振込金を凍結した後に，口座名義人
の住所と漢字の氏名を銀行に照会（事件の依頼を受けた弁護士から弁護士法
23条1項による照会）したところ，銀行は秘密保持義務を理由にこれを拒否
したので，原告は富山地裁に住所不詳，片仮名による氏名を被告として損害賠
償請求訴訟を提起した（同時に口座名義人の住所，氏名の漢字を照会するよう
に調査嘱託の申立もした）事案がある（公刊物未搭載）。この事案で裁判所は，
被告の住所，氏名を特定することは原告の義務に属するとして補正を命じたが，
原告が補正をしなかったので，訴えが却下され，この即時抗告を受けた名古屋
地裁金沢支部は，富山地裁の決定を取り消す決定をしている。本決定では，
（94）振り込め詐欺によって振り込まれた預金は誰に帰属するかの問題があるので，こ
　　こでは「預金名義人」とせず，「預金者」とした。
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「本件のように，被告の特定について困難な事情があり，原告である抗告人に
おいて，被告の特定につき可及的努力を行っていると認められる例外的な場合
には，訴状の被告の住所及び氏名の表示が上記のとおりであるからといって，
上記の調査嘱託等をすることなく，直ちに訴状を却下することは許されないと
いうべきである」として裁判所に調査嘱託をさせることによって，訴えを提起
することを認めている。その後，富山地裁からの照会を受けた銀行が口座名義
人の住所および氏名の漢字を回答したが，当該住所には口座名義人は居住して
なく，被告欠席のまま口座名義人に対して被害金のほかに慰謝料と弁護士費用
の支払を認めているが，ここでは被告は詐欺等の犯罪行為に使用されることを
認識した上で，自らの口座を流通させたことは推認でき，その口座が本件不法
行為の実行に不可欠であったことを考慮して不当利得ではなく，不法行為責任
としている（95）。なお，詐欺行為に利用された銀行口座を開設・譲渡した者に
ついて，不法行為を過失により常助したとして，民法719条2項の損害賠償責
任を認めた判例もある（96）。
　ところで，右の富山地裁判決は口座名義人に対して支払を命じたものである
ので，厳密に加害者に対する直接の支払請求ではなく，次の預金名義人に対す
る請求といえる。
　②預金名義人に対する不当利得返還請求
　振り込め詐欺は，近親者の名を騙る氏名不詳者からの電話等により被害者が
錯誤に陥り指定された銀行の名義人口座に振込を行うものであるから非債弁済
をしたことになり，被害者は口座名義人（預金者）に対して不当利得返還請求
権を有することになる。この場合にその名義人が実在しなければ不当利得者が
実在しないので，不当利得返還請求をすることはできない。また，実在しても
氏名不詳者を特定できなければ訴えを提起することができないが，氏名が判明
（95）　堀　裕・高木いずみ（「振り込め詐欺」事件等と金融機関の資金移動取引，金法
　1741号8頁），藤原彰吾「振り込め詐欺による振込の被仕向銀行の対応（上）」金
　法1764号24頁。
（96）静岡地裁平成17・1・11，判例タイムス1213号215頁。
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しており（多くの場合には振込依頼書の控えや利用明細票で分かる）所在が不
明の場合には前述の富山地裁決定にみるとおり，公示送達により訴状の送達が
可能になる。振り込め詐欺の多くの場合には，振込指定口座の名義は不正に取
得するなどした預金口座で加害者とは別人の口座であるが，この口座名義人に
対する請求は右のような公示送達によって訴えることができる場合には，可能
といえる。その実例としては，高齢の個人が孫を装った者からの振り込め詐欺
にあい，数回にわたり指定口座に振込んだ事例で振込指定口座の名義人が期日
に欠席したために，この者に対する被害者の不当利得返還請求を認めた（静岡
地裁平成16・10・15，金法1732号6頁，金融判例瓦版）。多くの場合に口座
名義人は現れることはないので，この方法は有効な方法であるといえる。
　③振込先金融機関（被仕向銀行）に対する不当利得返還請求
　振込先金融機関に対する不当利得返還請求については，後述する東京地判決
平成17・3・30では，銀行は預金者に対して預金の返還債務を負っていること
を理由に否定している。しかし，実際には預金債権は成立していても，振り込
め詐欺の場合には預金名義人からの払戻請求が考えられない場合には銀行に払
戻しが不要になった預金債権が残る場合には銀行に利得があるといえる（97）。
なお，誤振込によって入金された振込金を含む当座預金と被仕向銀行が貸金債
権とを相殺した事案で，受取人が誤振込による入金であることを認めて組戻し
を承諾している場合には，被仕向銀行においても受取人が当該振込金相当額の
預金債権を行使することは考えられず，このままの状態では振込金の返還先が
存在しないことになり，被仕向銀行に利得が生じたのと同様の結果となるとし
て，振込依頼人への直接の返還義務を認めた判例がある（前掲名古屋高裁平成
17・3・17）。ところで，被仕向銀行に対して被害者が直接，不当利得の返還請
求をした場合にこれを認めるたあには，被害者の損失（振込金相当額）と受取
人の預金（振込人金されて預金となっている）との間で因果関係が存在するこ
（97）　滝澤孝臣「金融判例研究会報告」金法1755号42頁でも，被害者の損失との間の
　因果関係が認められる場合には被害者の銀行に対する不当利得返還請求を認める余
　地があるとしている。
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とが必要になる。この点については普通預金のような流動性預金の場合には振
込代り金はその前からある残高と一体となって新たな預金債権を構成すること
となるが，ある預金口座に対して振り込あ詐欺と考えられる振込入金が1件し
かなく，かつ当該被害者からの振込であると特定できる場合であれば，利得と
被害者の損害との間の因果関係は認められると考えられるが，当該預金口座に
対して，振込詐欺と考えられる振込入金が複数件あり，かつ，その後に一部払
出しがあって当該預金口座の現在残高が振込総額を下回る場合には，金融機関
はどの被害者に対していくら（またはどの割合で）因果関係がある利得を得た
のかの判断は極めて困難であるとする指摘がある（98）。また一方で，この場合
に問題となっているのは，被害者が名義人の当該預金のうち，その振込送金に
係る預金部分の引渡しを請求し得るか否かではなく，その振込送金に係る預金
部分に相当する利得が銀行に認あられることを理由として，その返還を請求す
るにとどまるから，被害者の振込送金に係る預金が名義人の預金債権として一
体化することは，不当利得返還請求を妨げる事情ではなく，要は，因果関係が
認められるか否かの問題として検討すれば足りるものと解する，としつつ因果
関係が認められ実用性が認められる場合は多くないとする説もある（99）。思う
に普通預金口座や当座勘定はまさに決済口座として，振込入金のほかに公共料
金の引落し（普通預金の場合）や手形，小切手の引落しなどが常に行われ，預
金残高は絶えず変動するという特徴を有している預金であることからすると被
害者の振込送金に係る預金と名義人の預金との間の因果関係を認めることは難
しいのではないか。
　④債権者代位権による方法
　振込先の預金名義人が振込先金融機関に対して有する預金払戻請求権を被害
者が代位行使する方法によって被害者の救済を図った判例として次の2例があ
る。
　a．東京地裁平成17・3・30，金法1741号41頁
（98）　前掲注（95）藤原論文の（下）金法1765号48頁。
（99）前掲注（97）滝澤論文の（下）金法1756号64頁。
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　振り込め詐欺ないしその類似事例の被害者5名（Xら）が，振込先預金口
座を有する銀行4行（Yら）に対して加害者から指定された預金口座に振り
込んだ金員について不当利得に基づく返還請求または債権者代位権に基づく支
払請求をした事案である。
　本判決は，銀行に対する不当利得返還請求については，銀行は預金者に対し
て預金返還債務を負っており，利得がないから理由がないとして，これを否定
した。一方，預金者に対する不当利得返還請求権を被保全債権とし，預金者が
有する銀行に対する預金返還請求権を代位行使することについては，加害者で
ある氏名不詳者を預金者であると認定して，この要件を満たすとして，原告ら
の請求を全部認容した。
　債権者代位権の要件である債権保全の必要性については，所在も明らかでな
い氏名不詳者に対して直接債務名義を取得する方法が現行法制上存在しないと
の問題点を意識しつつ，当該氏名不詳者の財産と認められるものは，上記各口
座についての預金払戻請求権以外には見当たらないという事情から，保全の必
要性を認めている。そして，原告らは自己の不当利得返還請求権を保全するた
めには，当該預金払戻請求権を代位行使するほかなく，保全の必要性が認めら
れるから，同請求権の代位行使は認められるとしている。
　b，東京地裁平成17・3・29，金法1760号40頁
　本判決の事案も，前記a判決の事案と同じように振り込め詐欺の被害者2
名が原告として，同詐欺による振込先口座の開設銀行に対して，同詐欺に基づ
く振込金相当額について，①不当利得返還請求，②同口座の名義人に対する不
当利得返還請求権を被保全債権とする債権者代位権に基づく同口座にかかる預
金債権の払戻請求をした事案である。判決は①の不当利得返還請求については
判断していないが，否認しているものと考えられる。②の債権者代位権につい
ては，一般にその要件と解されている債務者（預金者）の無資力については，
預金者が偽造の健康保険証等を使用して銀行口座を開設の上，その売買を行っ
ていることもあり，いわゆるオレオレ詐欺の振込先口座の口座名義人は，オレ
オレ詐欺グループによって被害を被った多数の被害者に対して多額の不当利得
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返還債務等を負担している可能性が高く，その他の事情を総合すると，同口座
名義人の無資力を推認することができることから，オレオレ詐欺の被害者は，
同口座名義人に対する不当利得返還請求権を保全するために，同口座名義人の
有する預金債権の払戻請求権を代位行使することができる，として，請求を認
容している。
　c．両判決の比較
　aの判決では，加害者である「氏名不詳者」を預金者と認定して，被保全債
権をXらの加害者に対する不当利得返還請求を認めるとともに，加害者がY
らの銀行に対して有する預金の払戻請求権を被代位権利として構成している。
これに対してbの判決は「振込先口座の名義人」を預金者として認定して，
この者に対する不当利得返還請求を認めて，この名義人がYらの銀行に対し
て有する預金の払戻請求権を被代位権利として構成している。
　ところで，被害者による債権者代位権を認あるためには債務者に対する被保
全債権が存在し，債務者の第三債務者である銀行に対する被代位権利が存在し
ていることが必要になるが，この両判決における被代位権利である預金払戻請
求権の主体（不当利得返還請求の債務者）を，aの判決では「加害者」，　bの
判決では「振込先口座の名義人」としている。この点については，bの判決の
コメントでも指摘されているとおり，預金債権の帰属，預金者の認定の問題と
関係する。この問題については，先ず，振り込め詐欺によって被害者から振り
込まれた振込金相当額が指定された受取人名義の預金口座に入金記帳された場
合に，その受取人と被仕向銀行との間で預金が成立するかが問題になるが，こ
れについては既に再三触れた誤振込によってその受取人との間で預金が成立す
るとする前述の平成8年4月の最高裁判決にしたがえば，錯誤と詐欺との違い
があるが，ともに振込依頼人の不完全な意思表示として共通するので，振り込
め詐欺の場合であっても当該受取人と被仕向銀行との間の振込金相当額の預金
契約が成立するといえる㈹）。そして，成立した預金債権は誰に帰属するか，
（100）　同旨平野英則「振り込め詐欺の被害者による債権者代位権の行使（上）」金法
　　1743号ll頁。
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という預金者の認定が次に問題になる。
　d．預金者の認定との関係
　預金者の認定については，定期預金については出摘者を預金者とする客観説
が確定した判例であるが（最判昭57・3・30，金法992号38頁ほか），普通預
金については保険代理店が保険契約者から収受した保険料のみを保管するため
の専用の普通預金口座に入金された預金の預金者について第一審，第二審は客
観説により保険会社であるとしたのに対して，本件預金口座の通帳及び届出印
は代理店が保管しており，この預金口座への入金，払戻しの事務は代理店が行っ
ていることなどから，本件預金債権は保険会社ではなく，代理店に帰属すると
した判例がある（最判平15・2・21，金法1677号57頁）。そこで，客観説に
したがえぱ振り込め詐欺による振込金は加害者に帰属することになり（「°「），右
の最判15年および前述の最判8年の判決にしたがえぱ預金名義人に帰属する
ことになる（1°2）。このため，前記2つの判例が分かれるのは止むを得ないとこ
ろであるが，いずれが正しいかという問題でなく，被代位債権である預金返還
請求権は誰に帰属するかの違いにすぎないといえよう。なお，振り込め詐欺の
場合には前述のとおり，振込口座を不正に開設，譲渡された口座である場合が
多く，口座名義人の漢字の氏名や住所が不明であるのに対して誤振込の場合に
は被仕向銀行の取引先であり，口座名義人の住所も漢字の氏名も判明している
点での相違があり，振り込め詐欺の場合には預金債権について形式的にみると
預金名義人に帰属することになり，実質的にみると加害者に帰属することにな
る。そこで，振り込め詐欺の場合には，預金名義人は住所が不明であったり，
漢字の氏名が不明であったりするほか，実在するか否かも不明であることもあ
（101）　前掲平野11頁は「客観説からは預金の出揖者である振り込め詐欺の被害者が預
　　金者であると考えることもできよう」とするが，例えば盗んだ金銭で預金をした
　　場合には客観説からは窃盗犯人が預金者になることからすると被害者ではなく，
　　加害者が預金者となるともいえる。
（102）　前掲森田宏樹「振込取引の法的構造」137頁では「普通預金等の決済性預金に
　　ついては預け入れられた金額は常に既存の残高と合計された1個の債権として取
　　り扱われ，口座開設当初の預金者がその後の預入金についても預金者と考えるべ
　　きとする」。
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る。一方で実際に預金を管理しているのは加害者であるということになるが，
通常は加害者は本名は名乗らず，被害者にとっては口座名義しか知らされてい
ないし，銀行も取引関係上の口座名義しか分からないことを思うと加害者では
なく，預金名義人に帰属すると解せざるを得ないことになる（！°3）。なお，一般
的には「振り込め詐欺」の事案では不正に売買された口座が利用されているも
のと考えられ，当該口座を管理する者は口座名義人ではなく，欺岡行為者であ
ると考えられるとする説もある（1ca）。
　（2）預金規定上の関連規定
　全国銀行協会では平成12年に普通預金規定ひな型を改正して，その10条2
項に次の定めをおいている。
　次の各号の一にでも該当したときは，当行はこの預金取引を停止し，または
預金者に通知することによりこの預金口座を解約することができるものとしま
す。なお，通知により解約をする場合，到達のいかんにかかわらず，当行が解
約の通知を届出のあった氏名，住所にあてて発信した時に解約されたものとし
ます。
　①この預金口座の名義人が存在しないことが明らかになった場合または預
　　金口座の名義人の意思によらずに開設されたことが明らかになった場合
　②この預金の預金者が前条第1項に違反した場合
　③この預金が法令や公序良俗に反する行為に利用され，またはそのおそれ
　　があると認められる場合
　なお，2号の前条1項違反というのは，預金契約上の地位や預金債権，通帳
の譲渡・質入禁止の条項に違反した場合である。
（103）　同旨前掲（95）藤原論文24頁。
（104）　前掲（95）の堀・高木論文14頁。
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　③　当面の対応策
　立法による解決が図られるまでの当面の対応策としては，振込詐欺の被害に
あったことを知った被害者は，先ず警察への届出と同時に銀行にも連絡するこ
とになるが，この連絡を受けた銀行の対応が問題になる。被害者から連絡を受
ける銀行としては振込依頼をした銀行（仕向銀行）と加害者が指定した振込金
の入金口座がある銀行（被仕向銀行）がある。このうち，被仕向銀行としては，
自店とは何らの取引関係のない被害者と名乗る者からの連絡が本当に振り込め
詐欺による振込であるかの真偽が不明の状態では，振込金の凍結や支払停止措
置をとることはできない。前項の預金規定による取引の停止や解約は被仕向銀
行において同条各号の事由が生じたことの確信を得たときにとられる措置であ
り，被害者からの連絡によって直ちにとられるわけではない。振込取引の場合
には被仕向銀行は振込依頼人とは直接の法律関係にないことから，直接の法律
関係にある仕向銀行からの連絡や依頼が必要になる。そこで，被害者は仕向銀
行に連絡して，仕向銀行から詐欺による振込として組戻依頼または支払停止依
頼を被仕向銀行にするものとし，この依頼を受けた被仕向銀行が，その振込の
処理上状況に応じて，預金名義人と連絡がとれれば組戻し，とれなければ支払
停止措置をとる仕組みを内国為替取扱規則の改正により手当てをする。そのう
えで，内国為替取扱規則は右の仕向銀行と被仕向銀行の間の取扱いを定めるも
のであるから，振込依頼人との関係については，振り込め詐欺にあった場合の
組戻依頼や支払停止依頼についての手続きを，振込規定を改正して定めるのが
よいと考える。
　（4）立法化の動き
　多発する振り込め詐欺の被害者を救済するために被害者などから金融機関に
犯罪についての届出があるなど預金口座等が犯罪に利用されている疑いがある
ときには，その預金口座の凍結措置をとり，預金保険機構が当該預金口座等に
かかる名義人その他の利害関係人から一定の期間内に権利行使等の申し出がな
い場合には当該預金等の債権が消滅する旨の公告をして，この期間内に申し出
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がなく，消滅した当該預金等にかかる対象口座の被害者に対して被害回復分配
金を支払う，といった「振り込め詐欺等被害金返還特別法案（仮称）」が議員
立法により検討されている㈹。
（注）　本稿脱稿後の平成19年12月21日に「犯罪利用預金口座等に係る被害者回復
　　　分配金の支払等に関する法律」が制定され，平成20年6月21日から施行され
　　　ることとなった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
（105）　柴山昌彦「犯罪利用預金口座等に係る資金による被害金回復金の支払等に関す
　　る法律（振り込め詐欺等被害者返還特別措置法，いずれも仮称）の概要」金法
　　1801号8頁。
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